
富士通グループは、FUJITSU Wayの企業指針に掲げた

「社会に貢献し地球環境を守ります」に基づき、美しい地球

環境が次の世代へと受け継がれるよう、環境保全を経営の

最重要事項の一つと位置づけています。

こうした考えのもと、事業の独自性を反映させた環境経

営を推進するために「富士通グループ環境方針」を定めて

います。また、環境コンセプト「Green Policy 21」、2020年を

ターゲットとする中期環境ビジョン「Green Policy 2020」、具

体的な目標を明確にした「第5期富士通グループ環境行動

計画」を策定するとともに、グリーンITの提供を通じてお客

様・社会の環境負荷低減をめざす「Green Policy Innovation」

を推進しています。

これらの方針・目標などを通じて、全事業領域にわたり計画

的かつ継続的に活動を展開し、自社の環境負荷低減に努める

とともに、お客様・社会の環境負荷低減に貢献していきます。

環境コンセプト「Green Policy 21」
富士通の創業以来の「自然と共生するものづくり」という

考え方をグループ全社員に浸透させ、日々の業務における

実践を促すために、単なる意思表明を越える行動コンセプ

トとして明記したものが「Green Policy 21」です。

「すべてをグリーンにします」をスローガンとして掲げ、こ

のコンセプトをあらゆる事業領域で実践しています。

Green Policy 21では、地球規模の環境活動を「Green  

Policy Earth」と名づけて中核に据え、これを実現するため

の具体的な活動を「Green Policy Products」「Green Policy  

Factories」「Green Policy Solutions」、さらに、これらの活動

を支える仕組みを「Green Policy Management」と位置づけ

ています。
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お客様の環境負荷低減プロジェクト
Green Policy Innovation
（2007～2010年度）
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第5期富士通グループ環境行動計画
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すべてをグリーンにします

● スーパーグリーン製品の開発
● 製品含有化学物質の削減
● 製品リサイクル対策
● ライフサイクルアセスメント
（LCA）の推進　など

● 環境マネジネントシステム
● 環境教育・啓発
● 環境経営情報システム
● 環境会計　など

環境保全に優れた技術開発、
環境配慮型製品の提供、
再資源化を推進します

社員一人ひとりが主役となり、
地球環境に貢献します

環境経営を支える仕組みを
強化します

● 環境社会貢献活動
● 海外植林活動　など

環境に配慮した
生産活動を追求します
● 省エネルギー対策
● 廃棄物対策
● 化学物質管理
● 汚染対策　など

ITを駆使して循環型社会
の実現を支援します
● 環境貢献ソリューション
● 環境経営ソリューション
   など

地球環境のために

 富士通グループの環境活動

WEB 環境コンセプト「Green Policy 21」
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/approach/concept/

富士通グループの環境活動体系
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富士通グループ環境方針
リオ・デ・ジャネイロ地球サミットで「アジェンダ21※」が

採択された1992年に、前年に経団連が発表した「地球環境

憲章」に準じて「富士通環境憲章」を策定しました。また、ア

ジェンダ21のより効果的な実施を議論するヨハネスブルグ・

サミットが開催された2002年10月には、環境問題が多様化

し、環境経営が重要度を増している状況を踏まえ、富士通グ

ループの事業の独自性を反映させた環境経営を推進する

ために、それまでの富士通環境憲章を「富士通グループ環

境方針」へと改訂しました。

中期環境ビジョン「Green Policy 2020」
地球環境問題の解決に向けて2020年をターゲットに、

富士通グループが果たすべき役割と方向性を示したのが、

中期環境ビジョン「Green Policy 2020」です。本ビジョンは、

「創造」「協働」「変革」をキーワードに、ITの提供により、自ら

と社会の環境イノベーションを起こすことで、低炭素で豊か

な社会の実現をめざすものです。

また、3つの目標として「お客様・社会全体への貢献（2020

年に国内で年間約3,000万トンのCO2排出量の削減に貢献）」

「自らの変革」「生物多様性の保全」を掲げており、本ビジョ

ンの達成に向けて、継続的に活動を推進していきます。

第5期富士通グループ環境行動計画
富士通グループでは、環境方針に則り、環境経営を強化し

ていくための具体的な目標として「第5期富士通グループ環

境行動計画（2007～2009年度）」を策定し、この計画に沿っ

た環境活動を推進しています（P45参照）。

お客様の環境負荷低減プロジェクト
「Green Policy Innovation」

富士通グループは、2007年12月、富士通グループがもつ

ノウハウやテクノロジーを活かして「ITインフラの環境負荷

低減」と「IT活用による環境負荷低減」の両面からグリーンIT

への取り組みを強力に推進し、お客様の環境負荷を低減す

るプロジェクト「Green Policy Innovation」を開始しました。

このプロジェクトを通じて、2007年度から2010年度の4

年間で累計700万トン以上のCO2排出量削減をめざします

（P10-17参照）。

WEB 第5期富士通グループ環境行動計画
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/management/
plan/stage5.html

※ アジェンダ21
「持続可能な開発」の実現のために各国・国際機関が実行すべき具体的

な行動計画。人口、貧困、居住問題などの社会的・経済的問題、大気、土、
森林、砂漠化、農業、生物多様性、水、有害廃棄物・化学物質など環境問
題についての対応プログラムなどを示している。

WEB グリーンITによる環境負荷低減プロジェクト
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/green-it/

中期環境ビジョン「Green Policy 2020」のコンセプト

WEB 富士通グループ環境方針
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/approach/policy/

WEB 中期環境ビジョン「Green Policy 2020」
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/approach/vision/

環境活動のあゆみ

1935年 ●  川崎工場建設時、初代吉村社長の提言に
より庭園様式を取り入れる

1938年 ●  川崎工場竣工
1972年 ●  各工場に環境管理課設置
1989年 ●  環境対策委員会発足
1991年 ●  環境技術推進センター発足
1992年 ●  富士通環境憲章制定
1993年 ●  第1期富士通環境行動計画策定
1997年 ●  国内全製造工場にてISO14001認証取得

完了
2000年 ●  環境本部発足
2002年 ●  富士通グループ環境方針制定
2006年 ●  海外グループ会社を含めたISO14001の

グローバル統合認証を取得
2007年 ●  第5期富士通グループ環境行動計画策定
 ●  グリーンITによるお客様の環境負荷低減

プロジェクト「Green Policy Innovation」を
スタート

2008年 ●  中期環境ビジョン「Green Policy 2020」 
策定
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地球環境のために̶̶環境マネジメント

目標と実績
富士通グループの全事業領域を見据えた明確な目標を設定し、
計画的かつ継続的に環境保全活動に取り組んでいます。

重点5分野 第5期環境行動計画の目標（2009年度末） 2008年度目標 2008年度実績 達成
状況※4

関連
ページ

製品・
サービスの
環境価値
向上

スーパーグリーン製品の拡大※1

全事業部門で新規開発したグリーン製品を対象に、環境トップ
要素をもつスーパーグリーン製品を2009年度末に50％以上と
する

スーパーグリーン製品比率
33％

42製品群のスーパーグリー
ン製品を認定。グリーン製
品におけるスーパーグリー
ン製品の比率：46％

○ P53～

環境効率ファクターの達成
全事業部門で新規開発したグリーン製品を対象に、2005年度製
品と比較して環境効率ファクター「2」を2009年度までに達成する

ファクター1.75を達成 2008年度までの新規開発
製品のグループ全体平均
でファクター2.9

○ P55

回収した使用済製品の資源再利用率の維持※2

第4期環境行動計画で達成した事業系IT機器の資源再利用率
90％以上を維持する

資源再利用率：90％以上 資源再利用率：91.5％
○ P59～

環境ソリューションの拡大
ITソリューションにおける環境配慮を2009年度までにビジネス
のすべての側面に展開する

SI・アウトソーシング領域での
環境ソリューションの認定・
登録分野を28分野に拡大

SI・アウトソーシング領域で
の環境ソリューションの認
定・登録分野を28分野に
拡大達成

○ P57～

地球温暖化
対策

エネルギー消費CO2削減
●  グローバル：実質売上高CO2原単位を2010年度末までに1990
年度実績比28%削減する

● 国内：事業所におけるエネルギー消費CO2を2010年度末までに
1990年度実績以下に抑制する

● グローバル：1990年度
実績比60～68％削減

● 国内：1990年度
実績比17％増加に抑制

● グローバル：1990年度
実績比67.8％削減

● 国内：1990年度
実績比3.0％増加に抑制

○ P61～

CO2以外の温室効果ガス削減
CO2以外の温室効果ガス排出量を2010年度末までに
1995年度実績比10％削減する

1995年度実績比
140％増加に抑制

1995年度実績比
65.3％増加に抑制 ○ P61～

グリーンファクトリー、グリーンオフィス制度の適用
2009年度末までにすべての事業所において、グリーンファクト
リーまたはグリーンオフィス制度で「二つ星（★★）レベル」以上※
を達成する ※ 富士通独自の評価基準を一定以上達成

80％の事業所で★★レベル
以上達成

● ファクトリー：81％で達成 ○
P63～

● オフィス：77％で達成 △

VOC削減
揮発性有機化合物（VOC）の排出量を2009年度末までに2000年
度実績比30％削減する

2000年度実績比
±0％に抑制

2000年度実績比28％削減
○ P63～

廃棄物削減
廃棄物の発生量を2009年度末までに2005年度実績比3％削減する

2005年度実績比
±0％に抑制

2005年度実績比10.4％減 ○ P63～

物流・輸送時のCO2削減※3

輸送CO2排出量を2010年度末までに2000年度実績比総量40％
削減する

2000年度実績比27％削減 2000年度実績比38％削減
○ P68

ガバナンス
の強化

リスク
マネジメント
の強化

環境
社会貢献

環境マネジメントシステム（EMS）の推進
グローバル統合環境マネジメントシステムの質向上により本業
における環境活動を強化する

1.  EMS適用範囲の拡大
2.  BU(ビジネスユニット)の
自律型環境活動への移行
による本業における環境
活動の強化
3.  公式審査員の増員による
内部監査の質の向上
4. オフィスの環境活動の強化

1.  EMS適用会社の範囲を
拡大
2.  プロダクト系BUで環境
活動会議を発足
3. 公式審査員46名登録
4.  グリーンオフィス達成の
オフィス増加

○ P46～

グリーン調達活動の推進
サプライチェーンにおける環境活動を強化する
お取引先の活動を支援する
● お取引先の環境マネジメントシステム（EMS）の高度化
（ISO14001などの第三者認証システム運用）を推進する
● お取引先の含有化学物質管理システム（CMS）の構築を推進する

1.  部材系お取引先の85%で
レベルⅡ（FJEMS）以上の
EMSを運用する
2.  部材系お取引先の95％で
CMSを構築する

1.  レベルⅡ以上のEMS運
用比率：92.9％

2. CMS構築比率：97.6％ ○ P67

環境社会貢献活動
社員一人ひとりが中心となり、地域社会に根ざした環境社会貢
献活動を行う

環境社会貢献活動の実施件数
● 国内：
すべての拠点で1件/年

● 海外：
すべての拠点で1件/3年

● 国内：
すべての拠点で実施

● 海外：
拠点の33％で実施

○ P69

※1 2007年度の実績が当初目標を大幅に上回ったため、2008年度より目標値を50%に上方修正しました。
※2  製品のダウンサイジング化に伴い回収量が減少したため、2008年度より行動計画目標から社内管理指標とし、目標を「資源再利用率90%以上の維持」に
変更しました。

※3 2008年度の実績が当初目標を大幅に上回ったため、2009年度より目標値を40％に上方修正しました。
※4 「○」は達成、「△」は一部未達成状況を表しています。

第5期富士通グループ環境行動計画進捗状況
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環境推進体制
富士通グループの環境マネジメントシステム（EMS）は、経

営層の意思決定に迅速に対応できるよう、ビジネス上の事業

組織（ビジネスグループ）をベースに、それぞれの事業特性

に応じた環境保全活動を推進する「ライン活動」と、工場やオ

フィスごとに共通のテーマに取り組む「サイト活動」を組み合

わせたマトリクス構造で構成されています。

環境経営の最終的な意思決定は、社長主宰の「経営会議」

で行われます。また、経営会議の直轄組織として「環境委員

会」と「ローカーボン委員会」を設けています。環境委員会で

は、環境保全活動のテーマごとに、各ビジネスグループ・各本

部の枠を超えた関係者で構成される「課題別委員会」が組織

され、環境行動計画やEMS体制の改善などについて協議しま

す。課題別委員会の協議結果は環境委員会が管理・統括し、

経営会議に報告します。

ローカーボン委員会は、とくに地球温暖化防止対策につい

て、自らの事業活動に伴う排出量削減などに関する全社方針

を検討する委員会として、ビジネスグループの事業責任者な

どを選任し、2008年9月に新たに発足しました。

また、これらの協議結果などをグループ全体に伝達し、そ

の理解・浸透と積極的な行動を促すための組織として、「EMS

委員会」とその配下の「工場ワーキンググループ」および「海

外EMS委員会」を設けています。EMS委員会では、各ビジネス

グループの責任者を招集し、各部門やグループ会社に対す

る依頼事項などを伝達しています。また、工場ワーキンググ

ループは、製造工場の環境担当者を招集し、環境基準の共

通化やEMS運用上の課題などを審議しています。さらに海外

EMS委員会では、海外グループ会社の環境担当責任者を招

集し、環境関係の依頼事項の伝達や、それに関する審議を実

施しています。

なお、2008年度は、第5期環境行動計画で設定した「グ

ローバル統合EMSの質向上による本業における環境活動

の強化」に基づき、EMS適用範囲の拡大、本業における環境

活動の強化および内部監査員の質の向上に関する施策を

進めました。

BU環境活動会議の発足
富士通は、第5期環境行動計画で「本業における環境活動

の強化」を定めています。

この具体化に向け、2007年度のマネジメントレビューで

自律型環境活動への移行推進を決定し、ビジネスグループ

（BG）配下のビジネスユニット（BU）単位で、そのトップが参

加する「BU環境活動会議」を発足させました。これにより、各

BUが主体となり、自部門の事業内容（製品やサービス）に即

した環境活動が可能となり、サイト（事業所）単位だけでなく、

ライン（事業）における活動が強化されました。

2008年度は、これらの活動をプロダクト系のBUを中心に

実施しましたが、2009年度以降は、対象をソリューション系の

BUにも広げ、同様の取り組みを進めていく予定です。

「ISO14001グローバル統合認証」の運用
富士通グループは、2004年度末に国内の連結子会社を対

象に、EMSの国際規格であるISO14001の統合認証を取得し、

富士通および国内グループ会社の合計97社、海外グループ

会社11社が、一つのマネジメントシステムのもとで環境活動

を行っています。統合認証の取得後、2007年度までは毎年

サーベイランス審査（定期審査）が、2008年度には1回めの更

新審査が実施され、認証登録証の書き換えが行われました。

非製造系の海外連結子会社31社では、富士通グループ環

境方針から導いた共通基準に基づくEMSを構築・運用してお

り、グループ全体で環境経営の体系を確立しています。

また、第5期環境行動計画の達成状況の把握や、グループ

各社における順法への対応、緊急事態への対応、環境コミュ

ニケーション活動など環境保全活動情報（四半期ごと）の収

経営会議
（主宰：社長）

環境本部
ローカーボン
委員会 経営監査本部

環境管理責任者

内部監査責任者

環境委員会

課題別委員会による活動テーマ
●環境マネジメント
システム
●グリーンプロダクト

●製品化学物質
●環境ソリューション
●製品リサイクル

●グリーンファクトリー
●グリーン物流
●グリーン調達

関係会社環境統括責任者会議

海外グループ環境会議

事業所別
（サイト活動）

事
業
別

（
ラ
イ
ン
活
動
）

ビジネス
グループ

各本部
グループ会社
（国内・海外）

地球環境のために̶̶環境マネジメント

環境経営
ISO14001に基づく環境マネジメントシステムの継続的改善に努め、
グループが一体となった環境マネジメントを推進しています。

 環境マネジメントシステムの構築・運用の状況

環境推進体制
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集、海外を含むマネジメントレビューの実施など、EMSを活用

してグループガバナンスの強化を図っています。

環境マネジメントシステムの「継続賞」を受賞
富士通グループは（株）日本環境認証機構から「環境マネ

ジメントシステム13年継続賞」を受賞しました。これは、同社

が登録組織の環境活動の継続的改善を表彰するもので、同

社の下井代表取締役から、富士通グループを代表して村嶋

経営執行役上席常務にトロフィーが授与されました。

また、10年以上にわたって登録組織を維持してきた富士

通の工場およびグループ会社25拠点に、今回の受賞を記念

して「環境マネジメントシステム10年継続賞」のトロフィーが

贈られました。

環境監査の実施
富士通グループは、内部監査の客観性や独立性を確保す

るために、いずれのライン組織にも属さない「経営監査本

部」が中心となり、富士通およびグループ会社から監査員を

集めて内部監査を実施しています。

2008年度は、7～12月にかけて、536カ所の国内外富士通

グループの工場、オフィスなどを対象に内部監査を実施しま

した。監査にあたっては、2007年度の内部監査の指摘の傾

向と外部審査結果を精査し、（1）コンプライアンス順守の確認、

（2）本来業務の活動状況を確認しパフォーマンス改善を支

援すること、の2点に重点を置きました。また、2008年度は異

なる営業本部同士の相互監査を実施しました。他部門に対す

る監査経験を自部門の活動に反映することで、環境活動の活

性化をめざしています。

こうした内部監査の結果、584件の指摘があり、うち軽欠点が

89件で、重欠点はありませんでした。指摘内容としては、順法、

運用管理、環境側面評価に関するものが総指摘件数の上位を

占めており、順法については産業廃棄物、運用管理については

自主的なルールの順守、環境側面評価については側面の抽出

もれや評価の不備をそれぞれ指摘されました。これらの指摘

事項については2008年度末までに是正を完了しています。

また、2008年度の外部審査は7～12月に行われ、国内グ

ループ各社は（株）日本環境認証機構（JACO）の審査を受け、

軽微な不適合が7件指摘されました｡海外グループ各社は

デット ノルスケ ベリタス エーエス（DNV）の審査を受け､軽微

な不適合が16件指摘されました｡いずれも重大な不適合の

指摘はありません｡審査結果を集計すると、国内では、「目的

目標」、「運用管理」、および「マネジメントレビュー」関係が総

指摘件数の上位を占めました。これらについては2008年度

末までに国内での是正を完了しています。海外については、

2009年度の外部審査で是正状況を確認する予定です。

環境に関する順法状況
2008年度は、富士通グループでは重大な環境法令違反や

環境に重大な影響を与える事故の発生はありませんでした

が、環境法令違反および自主基準値からの逸脱が13件ありま

した。その内容は、水質や騒音などが基準値を超えたこと、契

約書などの書類不備や官庁への届出不備などでした。

今後、再発防止に努めます。

富士通グループでは、全員参加による環境活動を推進して

いくためには、社員一人ひとりの環境意識の向上が必要不可

欠であるという考えに基づき、あらゆる部門の社員を対象と

してさまざまな環境教育・啓発を実施しています。また、優れ

た取り組みを表彰する制度を設けています。

環境教育体系
富士通グループでは、環境活動を定着させていくために

は、社員一人ひとりの環境意識を徹底・高揚させ、実行につ

なげていくことが必要不可欠と考え、1995年から下記の体系

に基づき環境教育・啓発を実施しています。

3年に1回の環境eラーニングを実施することで、全社員に

環境への基本的な認識を身につけさせるとともに、新入社

員、一般社員、幹部社員、経営層に対しては、入社時・昇格時

の一般教育のなかに環境教育を盛り込んでいます。さらに、

新入社員 一般社員 幹部社員 経営層

環境リーダー育成研修会（年2回）

共通基礎教育（1回／3年）

環境月間（講演会、セミナー、研修会など）（年1回）

イントラホームページによる情報提供（随時更新）

環境意識調査（年1回）

ファンクション別教育（営業／SE、設計／製造）（1回／3年）

階層別教育（年1回） 階層別教育（年1回） 階層別教育（年1回） 階層別教育（随時）

地球環境のために̶̶環境マネジメント

環境経営

 環境教育・啓発

環境教育体系
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営業・SE、設計・品質保証、製造など、部門別にも内容をカス

タマイズした教育を実施しています。

また、グループ会社でも独自の環境教育を推進していま

す。例えば富士通コワーコ（株）では、社内資格制度として「エ

コ・クリエーター制度」を2008年に創設し、全社を挙げて環境

に配慮した“人財”の育成に取り組んでいます。

社内表彰制度
富士通グループ各社における社員の環境意識の向上を

図っていくために、グループ全社員を対象として、「環境貢献

賞」「環境コンテスト（フォト部門／エコライフ部門）」を1995

年から、毎年継続して開催しています。2002年度からは、環

境貢献大賞が社長から表彰される「中央表彰」に位置づけら

れ、6月の創立記念式典で表彰されています。

環境eラーニングの実施
3年に1回、ISO14001に準拠した環境保全活動の実践と、

「第5期富士通グループ環境行動計画」の周知・理解・実践を

目的として、全グループの社員を対象とした環境eラーニング

を実施しています。

また、2008年度は国内グループ各社の営業・SE部門社員を

対象に、富士通の環境ビジネスやグリーン

ITについてQ&A形式やケーススタディで分

かりやすく学べる環境eラーニング「グリー

ンITで商談に勝つ！」を実施し、約12,000名

が受講しました。

環境リーダー育成研修会
2009年4月、高知県中土佐町の「富士通グループ・中土佐

黒潮の森」で、富士通グループの環境マネジメントシステム

推進担当者を集めた研修会を1泊2日で開催しました。

生物多様性をテーマに、企業が取り組むべき生物多様性

への負荷低減活動を考える演習や、自然のなかでの土壌生

物観察などを通して、生態系の仕組みを学ぶとともに、生物

多様性への認識を新たにしました。

環境教育用の教材の作成
社員向けの環境教育ノウハウを社外にも展開するため

に、富士通は富士通エフ・オー・エム（株）と共同で環境教育

用の教材「地球環境問題のキーワード」を作成し、2008年5月

から書籍とeラーニング教材として販売しています。

「環境ビジネスに携わる人だけではなく、一般の社員の方

にも広く理解いただけるもの」という観点から、地球環境問

題の基礎、他社の環

境ビジネス、ITによる

環境貢献などを盛り

込んだ幅広い内容に

なっています。

富士通グループでは、環境経営の効率化と可視化をめざ

して、ITを駆使した独自の環境マネジメントツールを積極的

に活用しています。

環境経営統合DBの活用
富士通グループでは、「環境経営統合DB（Global Environment 

Database System：GEDS）」を活用して、全世界の富士通グルー

プ会社・事業所の環境負荷（パフォーマンス）情報を収集し、

計画・実績・施策情報などを一元的に管理しています。

次期環境行動計画
へのフィードバック
●課題認識
●目標レベル見直し
●活動効率改善
●体制見直し

コンプライアンス・
リスク管理
●国内外法規制
●有害物質管理
●不法投棄
●土壌汚染

情報開示
（活動の透明性）
●社会環境報告書
●格付け、アンケート
●地域への情報開示
●サイトレポート

グラフ出力検索・集計ユーザ管理

ダウンロード分析マスタ管理

分析用各種データ環境会計

● 使用計画、実績
● 削減対策、施策
● CO2排出量

● 使用計画、実績
● 削減対策、施策
● 各種測定結果
●排出量

● 排出予測、実績
● 削減対策、施策
●処理業者
● 廃棄物運搬CO2

●  使用計画、実績
● 削減対策、施策
● PRTRに準拠した実績

●投資額
●コスト
●効果額
● 事業データ

●生産高
●売上高
●人員数
● 事業所情報

廃棄物管理水・大気管理地球温暖化対策

化学物質管理

サイトマスタ
換算値マスタ ほか

GEDS

eラーニング画面

「地球環境問題のキーワード」の書籍とeラーニング
画面

 ITを活用した環境経営の推進

環境経営統合DB
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環境ISO14001運用支援システムの活用
「環境ISO14001運用支援システム（Green Management 

System：GMS）」を活用して、環境監査における指摘事項の改

善状況や順法の状況、コミュニケーション活動の状況、環境

影響評価による直接的・間接的影響とリスク・対策レベル、環

境経営の目的・目標の設定状況、環境マネジメントプログラ

ムの実施状況などのEMSの運用状況を一元管理しています。

これによって是正対策と目標管理を確実に実行することが

でき、活動の継続的な改善とリスク低減に効果をあげてい

ます。

人類の企業活動などによる資源・エネルギーの大量消費、

温室効果ガスの排出、生活域の拡大などにより、気候変動や

自然破壊が進行し、地球の生態系に大きな影響を及ぼして

います。

こうしたなか、富士通は、2008年5月にドイツで開催された

生物多様性条約第9回締約国会議で、「ビジネスと生物多様

性に関するイニシアチブ」

のリーダーシップ宣言に

賛同する企業として署名

しました。また、同年7月に

発表した富士通グループ

中期環境ビジョン「Green 

Policy 2020」でも、目標の一つに「生物多様性の保全」を掲げ、

「ビジネスと生物多様性イニシアチブのリーダーシップ宣言

において掲げられたすべての項目を推進し、2020年までに

具体的な取り組みを行う」こととしています。

富士通グループは、生物多様性保全への取り組みを「事業

活動」と「社会貢献活動」の両面から捉え、事業活動による生

物多様性への影響負荷の低減、社会貢献活動による生物多

様性の再生・維持の推進、そして自然環境教育を柱に、さまざ

まな活動を推進しています。

事業活動による生物多様性への環境負荷低減
製造業の事業活動においては、研究・開発・設計、調達、製

造、輸送、販売、使用、回収といった製品のライフサイクルす

べてのフェーズで生物多様性への影響負荷低減に取り組ん

でいく必要があります。このため、生物多様性保全に関する

社内ガイドラインを策定中であり、各フェーズでの影響を評

価し、低減に向けた取り組みを推進していきます。

また、生物多様性への影響負荷低減をサプライチェーン全

体での取り組みとするため、主要なお取引先を「品質」「技術」

「価格」「供給」「環境／信頼性」の観点から評価するお取引

先評価制度において、2009年度からは環境・信頼性の評価項

目に生物多様性への取り組みを加え、お取引先の生物多様

性保全への取り組みを推奨・評価しています。

今後も、事業活動による生物多様性への影響負荷を低減

するとともに、富士通グループのIT製品・サービスを通じて、

生物多様性保全に貢献することをめざします。

社会貢献活動による生物多様性の再生・維持の推進
全国の希少種の集中分布地域の5割以上が、里地里山地

域にあるといわれていますが、現在里山に外来種が増加して

おり、在来種の減少につながっています。

2008年11月、茨城県土浦市宍塚で里山保全活動を実施

し、外来種であるブルーギル、ブラックバスやセイタカアワダ

チソウの駆除活動に、富士通グループの社員と家族44名が

参加しました。当日は、宍塚で

里山保全を継続的に実施して

いるNPO法人「宍塚の自然と

歴史の会」協力のもと、駆除活

動のほかにキノコの観察や竹

の食器づくりも楽しみました。

責任者

担当者

責任者

担当者

管理・統括部門

GMS

Plan
●環境影響評価
●法的要求事項管理
● 目的目標
マネジメントプログラム

Check
●  環境記録管理
●不適合是正管理
●環境監査（内部監査）

● 目的目標
達成状況管理

●目的目標設定
●教育計画
●監査計画

Action
●  経営層による
見直し
（継続的改善）

…
…

…
…

Do
●  活動組織管理
●環境教育、訓練
● コミュニケー
ション管理

●文書管理

●進捗管理
●メール自動通知

●活動状況一元管理
●自動集計・出力

環境ISO活動組織

地球環境のために̶̶環境マネジメント

環境経営

環境ISO14001運用支援システム

 生物多様性保全への取り組み

里山保全活動の様子「ビジネスと生物多様性イニシアチブ」に署名
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2008年度富士通グループ環境会計集計結果は、下表の通

り、設備投資17.6億円（前年比0.2億円増加）、費用206.4億円

（同12.1億円増加）、経済効果271.2億円（同45.8億円減少）と

なりました。

費用は前年度に比べて約12億円増加しました。その最大

の要因としては、当社が強力に推進しているグリーンITによ

る環境負荷低減への取り組みを表現した企業広告シリーズ

をオンエアしたことなどから、環境広告費用を中心に管理活

動コストが増加し、前年度比約1.5倍の約46億円になったこと

が挙げられます。

経済効果は前年度比約46億円のマイナスとなりました。こ

の主な要因は、世界的な不況による事業環境の急激な悪化

を受け、当社グループ各社の付加価値が減少した結果、当社

独自のガイドラインで算出している推定的効果の一つ「生産

活動から得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額」

（公害防止効果）が大きく減少したことです。また、地球環境

保全効果は、環境保全設備の運用改善や管理強化といった

省エネルギー活動が一巡したため、約6億円の減少となりま

した。資源循環効果は、貴金属相場の高騰がやや沈静化した

ため、電子デバイス系子会社における不要有価物の売却益

は、前年度までの増加から一転して減少となりましたが、前年

度に引き続きリユース・リデュース活動の推進に伴う効果額

の増加もあり、約3億円の減少にとどまりました。

なお、グループ全体としての結果には影響ありませんが、

前年度にLSI事業を分社したことで集計の内訳が変わり、富

士通単独から設備投資約2億円、費用約27億円、経済効果

約37億円が減少し、連結子会社がそれぞれ同額増加してい

ます。

また、集計対象範囲の変更としては、2008年12月に富士通

オートメーション（株）が富士通の連結決算の対象ではなく

なったため、環境会計では2008年度の集計対象から外して

います。これによる影響は、設備投資、費用、経済効果とも前

年度実績ベースで1億円未満と軽微です。　

項目 主な範囲 設備投資（億円） 費用（億円） 経済効果（億円）関連ページ

事業エリア内 公害防止コスト・効果 大気汚染防止、水質汚濁防止など 2.9（-2.9） 49.7（-2.1） 51.3（-31.2） P63-65

地球環境保全コスト・効果 地球温暖化防止、省エネルギーなど 9.9（+1.7） 27.5（+1.9） 20.0（-5.5） P61-62、68

資源循環コスト・効果 廃棄物の処理、資源の効率的利用など 0.9（+0.4） 34.5（-3.5） 165.9（-2.7） P63-64

上・下流コスト・効果 製品・商品の回収・リサイクル・再商品化など 0.1（-0.3） 10.3（-2.1）   5.2（-1.2） P59-60、67

管理活動コスト・効果 環境マネジメントシステムの整備・運用、社員
への環境教育など 1.4（-0.5） 46.3（+16.3）   5.9（-2.3） P46-49

P63-64、66

研究開発コスト・効果 環境保全に寄与する製品等の研究開発など 2.1（+1.5） 22.9（±0.0） 19.0（+1.2） P53-56

社会活動コスト 環境保全を行う団体などに対する寄付、支援
など   0.0（±0.0） 0.2（±0.0） ─ P69

環境損傷対応コスト・効果 土壌・地下水汚染などに関わる修復など   0.2（+0.2）   15.0（+1.6） 4.0（-4.0） P65

合計 17.6（+0.2） 206.4（+12.1） 271.2（-45.8） ─

（億円）

2004年度 2007年度2005年度 2006年度

費用

0

200

100

300

推定的効果実質的効果

170

179 179
167

105

203

194

114

2008年度

193

206 78

121 131

114105

地球環境のために̶̶環境マネジメント

環境会計
環境保全活動の効率を評価するために、「費用」と「効果」を把握し、
課題の明確化や成果の共有化を推進しています。

 2008年度の集計結果

●（　）内は前年度比
●四捨五入の関係で、内訳と合計は一致しないことがあります。
●環境パフォーマンス指標（環境保全効果）は、「事業活動と環境負荷（マテリアルバランス）」（P51-52）をご覧ください。

環境会計

費用と経済効果

WEB 環境会計
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/management/accounting/
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2008年度に出荷した主要製品※への材料投入量（各製品1台あたりの原材料使用量×2008年度出荷台数）
※ 主要製品：パソコン、携帯電話、サーバ、ワークステーション、ストレージシステム、磁気ディスク装置、MOドライブ、プリンタ、スキャナ、金融端末、流通端末、ルータ、
アクセスLAN、アクセスネットワーク製品、携帯電話用基地局装置、電子デバイス

2008年度の工場、事業所におけるPRTR法の対象とされる化学物質の取扱量

2008年度に工場、事業所において使用された量

2008年度の工場、事業所における電力、油、ガスの消費量

2008年度の輸送におけるエネルギー消費量

2008年度に出荷した主要製品の消費電力量
（各製品1台あたりの想定使用時間における使用電力量×2008年度出荷台数）

（社）電子情報技術産業協会によって示された算定方法に基づく、使用済み製品の処理量に対する再生部品・再生資源の重量比
率。ただし、使用済みの電子機器製品以外の回収廃棄物は除く

 化学物質

 水

 エネルギー

物流・販売 エネルギー

使用 エネルギー

回収／再使用・再利用

開発・設計／ 原材料
企画・設計

調達

製造／開発

INPUT
算出方法

●CO2 124.0万トン-CO2
●NOx 1,951トン
●SOx 486トン
●CO2以外の温室効果ガス
（PFC、HFC、SF6など）        42.8万トン（GWP換算）
●VOC 340トン

INPUT

OUTPUT

INPUT

ハード製品

ソフトウェア・
ソリューション

開発・設計
お客様が製品を使用する際のエネ
ルギー効率や廃棄する際のリサイ
クル性などを考えた製品環境アセ
スメント、グリーン製品の開発など
に取り組んでいます。

企画・設計
システムやサービスを導入すること
によって環境負荷の低減に貢献す
るソリューションを企画・設計して
います。

製造
事業所を中心に、材料となる資源・エネルギー・
水などの使用量を最小限にとどめる省資源・省
エネルギー活動、埋立処分や単純焼却をゼロに
するゼロエミッション活動、化学物質の排出削減
活動に取り組んでいます。

開発
事業所における環境負荷の低減に努めるととも
に、環境業務を支援する「環境業務ソリューショ
ン」やお客様・社会の環境負荷低減に貢献するシ
ステム・サービスの開発に取り組んでいます。

調達
ソフトウェア・サービス
においても環境に配慮
したお取引先から調達
するグリーン調達を推
進しています。

調達
製品に組み込む部品・
材料として、できる限り
環境負荷の小さなもの
を選択して調達してい
ます。

合計2,740万GJ
●購入電力 2,301,541MWh
●重油、灯油 73,687kℓ
●LPG、LNG 859トン

●天然ガス、都市ガス 41,070千m3
●地域熱供給（冷暖房用） 47,937GJ

エネルギー

●廃棄物発生量 29,713トン
●サーマルリサイクル量 5,677トン
●マテリアルリサイクル量 20,293トン
●廃棄物処分量 3,743トン

廃棄物
22,680千m3
●BOD 185トン
●COD 277トン

排水大気排出

36トン
化学物質

1,771トン
化学物質

24,569千m3
水

●CO2排出量
951千トン-CO2

原材料

●金属 33,682トン
●プラスチック 14,085トン
●その他 39,526トン

原材料

地球環境のために̶̶環境マネジメント

事業活動と環境負荷（マテリアルバランス）
「ライフサイクル」と「サプライチェーン」の視点から、環境負荷の全体像を数値で把握し、
環境に配慮した事業活動を推進しています。

マテリアルバランス
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2008年度に出荷した主要製品※へ投入された材料が、資源採掘され、原材料になるまでのCO2排出量
（各製品1台あたりの原材料使用量をCO2排出量に換算した値×2008年度出荷台数）
※ 主要製品：パソコン、携帯電話、サーバ、ワークステーション、ストレージシステム、磁気ディスク装置、MOドライブ、プリンタ、スキャナ、金融端末、流通端末、ルータ、
アクセスLAN、アクセスネットワーク製品、携帯電話用基地局装置、電子デバイス

2008年度のPRTR法の対象とされる化学物質の、工場の排水溝や排気口から排出される濃度を測定し、総排出量（ニッケル化合物、
マンガン化合物などの場合）または総排気量（キシレン、トルエンなどの場合）を乗じて算出、あるいは化学物質の収支量（キシレン、
トルエンの場合）に基づき算出

CO2：2008年度の工場、事業所におけるエネルギー消費に伴うCO2排出量（エネルギー消費量×CO2換算係数）
NOx、SOx：2008年度の工場、事業所の排気口（ボイラーなど）から排出される排ガス中の物質濃度を測定した排出量に基づき算出
CO2以外の温室効果ガス：2008年度の半導体4工場におけるプロセスガスの排出量（ガス使用量×反応消費率×除害効率などによる算出）
VOC：2008年度の工場、事業所における電機・電子4団体で規定した排出抑制対象物質の排出量

2008年度に工場、事業所から下水道または河川に排水された量
BOD：水中の有機物が微生物の働きによって分解される時に消費される酸素の量で、事業排水の有機汚濁排出量を測る
COD：水中の有機物を酸化剤で化学的に分解した際に消費される酸素の量で、事業排水の有機汚濁排出量を測る

廃棄物発生量：2008年度に工場・事業所において発生した廃棄物の量
廃棄物処分量：2008年度に工場・事業所において埋立処分、単純焼却された量
（ゼロエミッション対象外廃棄物を含む）

2008年度の富士通の輸送業務において、燃料消費量が把握できる場合はその量より算出し、混載便のような富士通以外の荷物が含
まれる場合は「輸送距離×貨物重量×係数」により算出し、両方を合計したCO2排出量

2008年度に出荷した主要製品の使用に伴って発生するCO2排出量
（エネルギー消費量×CO2換算係数。なお、エネルギー消費量は、各製品1台あたりの想定使用時間における使用電力量×2008年度出荷台数にて算出）

開発・設計／
企画・設計

調達

製造／開発

物流・販売

使用

原材料

化学物質

大気排出

排水

廃棄物

大気排出 
 

大気排出

●燃料（軽油・ガソリン他）　37万GJ
●電力 8,554,910MWh
 （8,409万GJ）

●CO2 24.9千トン-CO2 ●CO2 3,482千トン-CO2

OUTPUT

物流・販売
製品の輸送やお客様への納入の際にエネル
ギー使用量を抑制するとともに、大気中への
排ガス発生量の低減を図っています。

物流・販売
製品の輸送やお客様への納入の際にエネル
ギー使用量を抑制するとともに、大気中への
排ガス発生量の低減を図っています。

使用
製品の省エネルギー化を図っています。ま
た、長く製品をご使用いただくため、性能・機
能を拡張できる構造とし、また保守・修理も
重視しています。

使用 運用・保守
お客様・社会の環境負荷低減に貢献するシ
ステム、サービスを提供しています。

回収／再使用・再利用
使用済み製品の回収、再使用、再利用を図り、
エネルギー使用量を抑制しています。廃棄物
については、その有効利用を進めています
が、一部は埋立処分しています。

事業所における環境負荷の低減に努めてい
ます。

大気排出 大気排出

算出方法

エネルギー エネルギー
資源再利用率 91.5%
回収量 8,276トン
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富士通グループは、製品の新規開発にあたって、グルー

プ一体となったエコデザインを推進し、製品のライフサイ

クル全体を通じた環境パフォーマンスの向上に努めていま

す。1993年からは製品環境アセスメントを実施し、「省エネ

ルギー」「3R設計※」「化学物質」「包装」「情報開示」などに対

応した「環境配慮型製品」の開発に取り組んでいます。

また、1998年には、環境配慮型製品の開発をさらに強

化していくために「グリーン製品評価規定」を制定し、基準

に適合する製品を「グリーン製品」として位置づけました。

2004年には、「製品環境アセスメント規定」とグリーン製

品評価規定を統合し、環境配慮基準をレベルアップさせた

「製品環境グリーンアセスメント規定」を制定。グリーン製

品の開発の強化と効率化を図りました。

さらに2004年度からは、新規開発する製品を対象とし

て「スーパーグリーン製品」の開発に取り組んでいます。

スーパーグリーン製品とは、グリーン製品であることを前提

条件とし、「省エネルギー」「3R設計・技術」「含有化学物質」

「環境貢献材料・技術」など環境要素のいずれかがトップ

グループレベルにあり、市場製品または自社製品との比較

において優れた製品またはシステムとして認定されたもの

です。

2008年度は、新たに42製品群においてスーパーグリー

ン製品を認定しました。

富士通グループでは、すべてのグリーン製品において

LCAの実施を義務づけており、製品群ごとに算定基準を作

成し、独自のデータベース※を用いて製品の環境負荷を効

率的に評価しています。

LCAを実施することによって、ライフサイクルのどの部

分で環境負荷の占める割合が高いのかを把握することが

でき、効果的な環境配慮型製品設計を進められます。さら

に「富士通LCA」活動のノウハウを応用し、環境効率ファク

ターの算出を実施するとともに、お客様へのコミュニケー

ションツールとして積極的に活用しています。

スーパーグリーン製品
（環境配慮トップ型製品）

総合評価点が
90点以上

グリーン製品
（環境配慮強化型製品）

「製品環境
アセスメント」の
実施

環境配慮要素が
「スーパーグリーン
製品の定義」に該当

すべての評価項目に適合

「グリーン製品評価」
の実施

「スーパーグリーン
製品の定義」に
基づく環境配慮
要素の評価

地球環境のために̶̶製品・ソリューションの提供を通じた地球環境への貢献

製品の環境配慮
「グリーン製品」「スーパーグリーン製品」の開発を推進し、
製品のライフサイクルを見据えた環境負荷の低減に努めます。

 「グリーン製品」「スーパーグリーン製品」の開発

※ 3R設計
廃棄物のReduce(発生抑制)・Reuse(再使用)・Recycle(再資源化)を考慮
した設計。

 ライフサイクルアセスメント（LCA）の実施

※ 独自のデータベース
産業連関表に基づき(株)富士通研究所が作成した原単位データベース。

富士通
●SIP電話機「IP Pathfinder / CLシリーズ」
●ネットワークサーバ 「IPCOM EX2200 / EX2200電源2重化タイプ」
●SIPサーバ IP-PBX「IP Pathfinder CS RM60S2，RM65D2」
●リアルタイム映像伝送装置
「IP-900シリーズ（IP900E，IP-900D，IP-910E，IP-910D）」
●光伝送システム「FLASHWAVE 9500」
●無線基地局装置 「W-CDMA-OF-TRX装置」
●UNIXサーバ「SPARC Enterprise M3000」
●ノートパソコン「FMV-LIFEBOOK R8250」「FMV-LIFEBOOK P8260」
「FMV-LIFEBOOK B8260」「FMV-LIFEBOOK T8160 / T8260」
「FMV-LIFEBOOK TB14/B」「FMV-LIFEBOOK E8260 / E8270」
「FMV-LIFEBOOK A8260」「FMV-BIBLO NF/B50」
「FMV-BIBLO LOOX U/B50」「FMV-BIBLO LOOX R/B70,R/B50」
●PCワークステーション「CELCIUS J360」
●デスクトップパソコン「FMV-DESKPOWER CE/B90」
「FMV-DESKPOWER EK/B50」「FMV-DESKPOWER F/B50」
「FMV-ESPRIMO D5170」
●PCサーバ「PRIMERGY Econel 100S2」｢PRIMERGY TX120 S2｣
「PRIMERGY RX300S4」「PRIMERGY TX150S6」
●ブレードサーバ「PRIMERGY BX620 S4」
●モバイルフォン「らくらくホン（F884i, F883iS, F884iES）」
●ハードディスクドライブ
ポータブルHD「HandyDrive 400シリーズ」
2.5型SATA HDD「MHZ2 BHシリーズ」「MHZ2 BSシリーズ」
「MHZ2 BJ / MHZ2 CJシリーズ」「MHZ2 BKシリーズ」
「MHZ2 BTシリーズ」「MJA2 BH / MJA2 CHシリーズ」
2.5型SAS HDD「MBD2 RCシリーズ」「MBE2　RCシリーズ」

連結・関連会社
●アクセスネットワーク機器 ギガビットイーサ型 PONシステム
「FA2132 GE-PON-ONU」（富士通テレコムネットワークス（株））
●営業店端末「UBT-First」（富士通フロンテック（株））
●コネクタ「10Gbps対応テストボード」「260S形 コネクタ」
（富士通コンポーネント（株））
●電源制御装置  
「IPリモート電源制御装置（4portRPC2）」（富士通コンポーネント（株））
●キーボード 
「FA用小型軽量1618」（富士通コンポーネント（株））
●タッチパネル「クッション付タッチパネル」（富士通コンポーネント（株））
●リレー「FTR-F3P形リレー」「FTR-F1L形リレー」（富士通コンポーネント（株））
●サーマルプリンタ
「FTP-63AMCL401-R」（富士通コンポーネント（株））
「FI-32L」（富士通アイソテック（株））
●多重無線装置 「NFRX DT装置」（富士通ワイヤレスシステムズ（株））
●コンバータIC「UMPC用6ch DC/DCコンバータIC（MB39C308）」
「SW FET内蔵7ch DC/DCコンバータIC（MB39C309）」
（富士通マイクロエレクトロニクス（株））
●FCRAM「256MビットコンシューマFCRAM（MB81EDS256545）」
（富士通マイクロエレクトロニクス（株））

グリーン製品・スーパーグリーン製品評価の仕組み

スーパーグリーン製品の開発実績例（2008年度）

※ 2008年度に新規開発した製品を記載しています。
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スーパーグリーン製品開発事例

UNIXサーバ
「SPARC Enterprise M3000」

ブレードサーバ
「PRIMERGY BX620 S4」

ノートパソコン
「FMV-LIFEBOOK E8270」

デスクトップパソコン
「FMV-ESPRIMO D5170」

2.5型 SAS HDD
「MBD2 RCシリーズ」

省エネルギー
省エネ法目標基準値に対して達成率
500%以上達成

動作時消費電力（最大消費電力値）を
57%削減

3R設計技術
性能単位あたりの体積および質量を
約60%削減

省エネルギー
省エネ法目標基準値に対して達成率
1,000%以上達成

3R設計技術
実装スペースを14Uから7U（1/2）に
削減

ケーブル本数を70本から9本(1/8)に
削減

省エネルギー
国際エネルギースタープログラムに適
合（コンパクトサーバで世界初）

従来製品と比較して消費電力を30%
以上削減

省エネルギー
省エネ法目標基準値に対して達成率
1,000%以上達成

省エネルギー
従来製品と比較して消費電力を56%
削減

国際エネスタ消費電力値に対し30%
以上削減（アイドル時45.4%、スリー
プ時38%、オフ時66.5%）

省エネルギー
従来製品と比較して消費電力を20%
以上削減

省エネ法目標基準値に対して達成率
1,400%達成

化学物質
製品の構成部品は、ハロゲン系（臭素
系／塩素系など）物質およびアンチ
モンを全廃

省エネルギー
従来製品と比較して動作時消費電力
を41%削減

3R設計技術
従来製品と比較して体積を24%削減

3R設計技術
高集積化でチップ面積を38%削減

省エネルギー
クロスコンバータ（電圧を昇降圧す
る機能）の損失電力量が半減

ギガビットイーサ型 PONシステム
「FA2132 GE-PON ONU」

サーマルプリンタ
「FTP-63AMCL401-R」

PCサーバ
「PRIMERGY TX120 S2」

デジタルカメラ用電源IC
「MB39C309」

WEB「スーパーグリーン製品」認定製品一覧
http://jp.fujitsu.com/solutions/eco/products/sgp/
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富士通グループは、インターネットでの情報開示や環境

ラベルを通じて、製品の環境情報をお客様に積極的に公開

しています。

2006度末からは、米国政府機関を中心に利用されている

グリーンPC購入促進のための制度「EPEAT※1」にノートPC

を登録しています。また、グリーン購入法※2の対象となる

電子計算機、磁気ディスク装置、ディスプレイ、プリンタ、ス

キャナの製品環境情報は環境省のウェブサイト※3で、日本

における国際エネルギースタープログラムに適合するコン

ピュータ、ディスプレイ、プリンタ、スキャナは財団法人省エ

ネルギーセンターのウェブサイト※4で、それぞれ公開され

ています。

富士通グループでは、2007年度から製品の価値向上と環

境負荷低減を同時に評価できる「環境効率ファクター※」を

導入し、新規開発するグリーン製品を対象に、2005年度製

品と比較したファクターを算出しています。

2008年度の開発製品では、グループ全体を平均してファ

クターが2.9となり2008年度の達成目標1.75を大きく超えま

した。今後の開発製品においても引き続き高いレベルが維

持されるよう、環境性能の向上を推進していきます。

富士通および（株）富士通研究所では、グリーン製品、

スーパーグリーン製品の開発を支える先進環境技術の研

究開発に取り組んでいます。

世界で初めてノートPCに植物性プラスチックを採用した

ほか、2008年4月にはデータセンター内の温度分布をリア

ルタイムで測定する技術を開発するなど、さまざまな成果

をあげています。

気候変動問題対策に貢献する技術開発
省エネ技術の一つとして、光ファイバーを用いた温度測

定手法をベースに、多数のサーバが設置されたデータセン

ター内の詳細な温度分布をリアルタイムで把握できる温度

測定技術を開発しました。

この技術によって、1本の光ファイバーで1万カ所以上の

温度を同時に測定することができ、温度分布の綿密な「見え

る化」を実現します。また、この技術と空調制御システムを

組み合わせることで、きめ細かな空調設備の調節が可能と

なり、データセンターの省エネ化につながります。今後、空

調の計測制御ソリューションとしての提供をめざします。

植物性プラスチックの開発
環境負荷の低減と石油資源の使用量削減に貢献する植

物性プラスチックですが、パソコンなどへの適用にあたって

は、耐熱性が低く難燃性がないことが課題となっていました。

富士通は、従来以上に耐熱性を高めた新しい植物性プラ

スチックを開発。2009年春モデルのノートパソコン「FMV-

BIBLO NW90C」の全筐体の約70％に採用しています。

今後も富士通は、汎用性が高く、多くの製品に適用できる

植物性プラスチックの開発に取り組み、電子機器への適用

拡大を推進します。また、植物資源の利用についても、食料

と競合しない素材の活用を進めていきます。

製品価値（新旧製品の比）

環境負荷（新旧製品の比）

基本仕様など、製品の性能・機能

ライフサイクルを通じたCO2排出量

価値向上

環境負荷
低減

環境効率
ファクター＝

地球環境のために̶̶製品・ソリューションの提供を通じた地球環境への貢献

製品の環境配慮

 製品環境情報の公開

※1 EPEATウェブサイト
http://www.epeat.net/

※2 グリーン購入法
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律。

※3 環境省ウェブサイト
http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/gpl-db/index.html

※4 財団法人省エネルギーセンターウェブサイト
http://eccj06.eccj.or.jp/cgi-bin/enestar/pub_productsJ.php

「環境効率ファクター」を活用した
製品の環境負荷低減

※ 環境効率ファクター
製品の環境負荷と価値(機能・性能)の向上を定量的に捉え、新旧製品の
比較を行うもの。より少ない環境負荷でより高い価値を提供できる製品
づくりを促進するために導入した環境指標。

 先進環境技術の研究開発

WEB データセンターの省エネ化に向け、
温度分布を「見える化」する多点温度測定技術
http://jp.fujitsu.com/about/journal/technology/20090302/

植物性プラスチックを使用した「FMV-BIBLO NW90C」
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富士通グループは、人や環境への有害性が科学的に証

明され、法律によって使用が禁止もしくは規制されている

物質を「富士通グループ指定含有禁止物質」として定めて

います。それらの使用を厳しく禁じるとともに、グリーン調達

活動を通じて対象物質の排除に取り組むことで、富士通グ

ループ指定含有禁止物質を含まない製品を提供しています。

また、お客様の安全を守るため、特定の化学物質のもた

らすリスクの最小化を重点課題と認識しています。このた

め、予防原則の考えに基づき、物質の有害性が十分に明確

化されていなくても、有害性が懸念される物質については

「富士通グループ指定含有管理物質」として、法律などに

よって規制された場合に、早急に使用禁止に移行できるよ

う含有量を管理しています。

法規制化学物質の順守
富士通グループは、法律などで規制されている物質を富

士通グループ指定含有禁止物質と定義し、対象物質を含ま

ない製品を提供しています。

また、「富士通グループ グリーン調達基準」を定め、お取

引先に対して化学物質管理システム（CMS）の構築による

製品含有化学物質管理の徹底を指導することで、源流管理

を重視した含有化学物質の管理を強化しています。

RoHS指令※1など法規制への対応としては、製品の事業

責任を負う製品事業部門を中心に、品質保証部門、購買部

門、環境部門を含めた体制を構築し、設計から出荷に至る

各プロセスで化学物質管理の徹底を図るなど、社内・サプ

ライチェーン全体を含め組織的に活動しています。

REACH規則※2への対応については、サプライチェーン

全体の課題と捉え、業界団体であるアーティクルマネジメ

ント推進協議会（JAMP）やグリーン調達調査共通化協議会

（JGPSSI）などの活動に参画し、効率的に情報を伝達する

仕組みの構築について検討しています。また、2008年度は

社内体制・システムのREACH規則対応を推進しました。

●富士通グループ指定含有禁止物質（例）

有害性が懸念される化学物質の管理
富士通グループは、有害性が懸念されている物質を富

士通グループ指定含有管理物質と定義し、含有量の管理を

行っています。

それら含有管理物質は法律などによって規制された場合

に、早急に使用禁止に移行していく予定です。また、PVCに関

しては、含有量を管理するだけでなく、グリーン調達基準でも

「可能な限り使用しないこと」を要求しており、ケーブルの被

覆や電子部品の絶縁材料を除いて使用を抑制しています。

2009年度は、REACH規則などへの対応を見据えて、対象

物質を見直す予定です。

●富士通グループ指定含有管理物質（例）

ITを活用した製品含有化学物質の管理
富士通グループでは、お取引先から調達している部品・

部材に含有している化学物質の情報について、サプライ

チェーンを通じて情報収集を行っています。収集した情報

はデータベース化し、設計段階で環境に配慮した部材が選

択できるシステムを構築、運用しています。

また、このような社内ノウハウを活かしたパッケージソフ

トとして、環境業務ソリューション「PLEMIA/ECODUCE※」

を提供しています。2008年度には、PLEMIA/ECODUCEの

REACH規則対応版を販売しました。

富士通

⑤確認④法適合確認

⑧出荷判定
会議
⑨出荷確認

③サプライヤー監査

⑥受入検査

顧
客

⑦社内製造工場
定期監査

品質保証部門

出荷製品事業部門サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

納入

環境部門 法適合判断

①非含有を要求

②適合証明

購買部門

 製品含有化学物質の取り組み

※ グループ会社も上記に準じた枠組みを構築しています。

※ PLEMIA/ECODUCEウェブサイト
http://jp.fujitsu.com/solutions/plm/pdm/plemia/option-04.html

法規制化学物質順守の枠組み

●アスベスト類 ●鉛 ●ポリ臭化ジフェニルエーテル類
●カドミウム ●水銀 ●ポリ臭化ビフェニル類
●六価クロム ●PFOS ●ポリ塩化ビフェニル類

※1 RoHS指令
電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令。

※2 REACH規則
化学物質の登録、評価、認可および制限に関する規則。

●臭素系難燃剤（PBB類およびPBDE類を除く）
●一部のフタル酸エステル類（DEHP, DBP, DINP, DIDP, BBP, DNOP）
●ポリ塩化ビニル（PVC）
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企業の環境への取り組みは、現場での環境負荷低減活動

や法規制をはじめとしたリスク対応だけでなく、経営戦略と

一致させた環境活動の実践を通じて、企業の成長に結びつ

けていく「環境経営」としていくことが必要です。

富士通では、環境負荷低減と経済価値向上を両立させる

「環境貢献ソリューション」と「環境経営ソリューション」を

提供することで、お客様の環境経営の継続的な高度化を支

援します。

富士通グループでは、ソフトウェアやITサービス・ソ

リューションの活用による環境負荷低減効果を環境影響評

価の手法を用いて定量評価し、それらITソリューション商品

の導入を通じてお客様の環境負荷低減に貢献する環境貢

献ソリューションを開発・提供しています。2008年度末まで

に累計160商品を認定（2008年度で55件の増加）し、さまざ

まな業務・業種分野のお客様に提供しています。

また、2007年度からは、定性評価による環境アセスメント

「環境配慮ソリューション登録制度」を導入。従来のビジネ

ス分野にとどまらず、社内向けの効率化ツールなども対象

とし、全社員が取り組める社内登録制度として、206案件を

登録しています。

さらに、環境貢献ソリューション・環境配慮ソリューション

として提供するソフトウェア・ITサービスの事業領域につい

ては、パッケージ（第4期に全領域達成済）からSI・アウトソー

シングへと拡大し、すべてのビジネス分野に展開しています。

第5期環境行動計画の2008年度の単年度目標では「SI・

アウトソーシング領域での環境ソリューションの認定・登録

分野を28分野に拡大」に取り組んだ結果、全分野にあたる

28分野に拡大・達成することができました。

2009年度は、各分野における深堀りをめざします。

環境影響評価の手法
富士通グループでは、（株）富士通研究所が開発した手法

を用いて、ITソリューション商品の導入によってお客様の環

境負荷がどれだけ低減されるかを以下の観点から定量的

に評価しています（P10参照）。

富士通グループの豊富なコンサルティング実績や環境ソ

リューションの導入実績、長年にわたる社内の環境活動実

践ノウハウをベースとした、環境経営ソリューションを提供

しています。

グループ会社の（株）富士通総研が新たに開発した「環境

経営フレームワーク」を用いて、富士通グループのノウハウ

と実績を凝縮して独自開発した評価項目に基づき、お客様

導入事例① 中野区様

地球環境のために̶̶製品・ソリューションの提供を通じた地球環境への貢献

環境ソリューション
環境負荷低減と経済価値向上の両立に向けた環境経営を支援する
多様な環境ソリューションを開発・提供しています。

 環境ソリューションの基本的な考え方

 環境経営ソリューションの提供

 環境貢献ソリューションの提供

WEB 環境貢献ソリューション認定商品一覧
http://jp.fujitsu.com/solutions/eco/contribution/list/

●  ITソリューションの潜在的な省エネ・省資源効果に、業務効
率化などの効率化効果を含めて、ITソリューションの導入に
よる環境貢献効果を評価します。

● 環境負荷増加要因と環境負荷削減要因の両面から評価し、
総合的な環境貢献効果を明示します。

● 環境負荷をCO2排出量に換算して評価します。

導入前後のCO2排出量比較

0

20

40

60

80

100
（％）

導入前 導入後

4.9％
1.3％

87.2％

6.5％

IT-NW機器電力 11.0％

倉庫スペース 0.8％

オフィススペース 39.9％

物の使用量 2.8％

-45.4％
（-68.0t-CO2）

先進的な電子自治体の

一つである中野区様では、

区役所に「IPKNOWLEDGE

内部情報システム」を導入

し、業務効率化と環境負荷

低減を図っています。環境

負荷低減を試算したとこ

ろ、システム導入によってCO2排出量が45.4％削減するとい

う結果が算出されました。

中野区様では、この取り組みを「区役所内部情報業務にお

けるITソリューションの導入事例」として、総務省研究会の「ICT

（情報通信技術）による環境負荷低減事例」に応募し、2007

年4月、研究会報告書に掲載されました。

中野区役所

WEB 中野区様 概要
http://www.city.tokyo-nakano.lg.jp/
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の環境活動を経営の視点から評価します。その結果から課

題を「見える化」するとともに、解決に向けて、富士通の多様

なITソリューションを活用した戦略的・効率的な方策を提案

しています。

環境経営評価・改善コンサルティング
環境経営フレームワークを用いてお客様の環境活動を

統合的に評価し、改善提案を行うコンサルティングサービ

スです。

環境経営フレームワークの6つの構成要素、約100の評価

項目に沿って、法規制などによる要求、業界の標準レベル、

経営への経済的インパクト、社内実施レベルの統一性など

の視点から評価します。さらに、評価結果に基づき、経営の

視点から改善についてのコンサルティングを実施します。

環境保全活動評価・改善コンサルティング
環境経営フレームワークの構成要素のうち、環境保全活

動に特化したコンサルティングサービスです。

お客様の取り組むべき環境保全活動を業務プロセスの

フェーズごとに網羅的に洗い出したうえで、現状の活動の

効率性や確実性などを評価し、課題解決に向けたソリュー

ションを提案します。

環境業務ソリューション
富士通グループ内の環境活動のなかで培ったノウハウ

をリファレンスモデルとして、お客様の環境にかかわる業務

を、33種類のITソリューションで支援します。

●環境業務ソリューションの例

法人 自治体・研究機関

マネジメント 事業所･工場・事務所 事業

環境経営の基盤構築
および継続的な改善業務

製品ライフサイクルを通じた
環境負荷低減業務

環境リスクおよび
環境負荷管理と低減業務

環境教育・訓練

環境会計

EMS構築・
運用維持

環境報告書

文書管理・内部コ
ミュニケーション

環境パフォー
マンス管理

化学物質管理 廃棄物管理
廃棄・リサイクル

汚染物質
排出監視 エネルギー管理

環境情報公開

廃棄物情報
管理 研究・解析

環境情報
管理 環境監視

EMS構築・
運用維持

環境パフォー
マンス管理

使用 回収

部品加工・組立 製品輸送

素材製造 素材輸送

導入事例② TOYOTA Motor Corporation Australia様

●  環境経営情報システム[SLIMOFFICE EX]
●  製品含有化学物質管理ソリューション[PLEMIA/ECODUCE]

TOYOTA Motor Corporation Australia（トヨタオーストラリ

ア）様は、2005年に5カ年の環境活動改善プログラムを実行

し、2007年にはアニュアル環境報告書を発表しました。こうし

た取り組みのなかで、環境目標を達成するためにグリーンIT

の推進に取り組むことを決定されました。

Fujitsu Australia Ltd.（FAL）は、独自に開発したサステナビ

リティとグリーンITに関する100以上の質問・評価項目と、複

数のインタビューを通じて、お客様のIT推進室および会社方

針に合致したソリューションを提供しました。同時に、インフ

ラの最適化、エネルギー使用量の最小化、IT機器のライフサ

イクルマネジメントの実施といったグリーンITビジョン達成

のための提案も行いました。こうした提案を通じて、キーパ

フォーマンスインディケーターの設定による継続した環境貢

献量の見える化、サプライヤー・パートナーへの環境視点の

取り組みなどが実施されています。

FALは環境コンサルティングサービスにおいて、トヨタ

オーストラリア様へ温室効果ガス排出量を43％削減する施

策を提案しました。この提案を受け、トヨタオーストラリア様

では43％削減をめざすプログラムを半ばまで終え、現在も

実施継続中です。FALは今後とも継続してお客様の環境負荷

低減、低炭素で豊かな社会の実現に貢献していきます。

またFALは、富士通グループとして最良のソリューションを

グローバルに提供するために、日本で環境コンサルティング

サービスを開始する（株）富士通総研や富士通との協働を開

始しました。

環境業務ソリューションの枠組みと構成
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富士通グループは、製品の設計・製造段階だけでなく、廃

棄やリサイクルの段階まで生産者が責任を負うという「拡

大生産者責任（EPR）」の考え方に則って、各国の廃棄物処

理やリサイクルの法規制に沿ったリサイクル活動を推進し

ています。さらに、自社の製品に対して責任を負う「個別生産

者責任（IPR）」にも則って、回収が義務づけられていない国で

も、可能な限りの回収、再利用、リサイクルを進めています。

富士通グループにとって、IPRはビジネスを全世界に拡大

するうえでの大きな挑戦ですが、EPRも含めてこれらへの対

応を業界団体や各国政府と連携しながら進めることによっ

て、すべての利害関係者の要件や要請を満たした資源循環

型の社会づくりに貢献できると考えています。

海外においては、欧州・北米（アメリカ、カナダ）・アジア

（シンガポール、フィリピン、オーストラリア）において、独

自のリサイクルシステムを構築、運用しています。

富士通は産業廃棄物広域認定制度

の認定業者として、富士通リサイクル

センターなどを拠点として日本全国を

カバーするリサイクルシステムを構築

し、各種契約手続きを含めた産業廃棄

物の適正処理を全国規模で受託して

います。

徹底したトレーサビリティとセキュリティを確保しなが

ら、高い資源再利用率※を達成するなど、安心・安全なサー

ビスの提供を通じて、拡大生産者責任(EPR)を確実に実践し

ています。

使用済みIT製品の回収・リサイクル実績
2008年度の法人のお客様からのIT製品回収量は、8,276

トンとなり、資源再利用率は、91.5％となりました。

個人のお客様の使用済みPCの回収・再資源化量は、ノー

トPCおよび液晶モニタが増加し、67,939台となりました。

再資源化の推進
回収した製品は、熟練者の手作業で丁寧に解体し、鉄、銅、

アルミ、貴金属類、ガラス、20種類のプラスチックなど素材ご

とに分別しています。また、動画の解体マニュアルを活用し

て手解体のレベル向上に取り組んでいます。選別の難しいプ

ラスチックについては、材料識別機を導入して、樹脂の種類

などによる分別を徹底しています。

リサイクル法制定済みの国
富士通が自主的にリサイクルサービスを提供する国

札幌

金沢

沖縄

■ 富士通リサイクルセンター
● 提携リサイクルセンター

富士通九州リサイクルセンター
エコー電子工業（株）

富士通中部リサイクルセンター
FDKエコテック（株）

富士通西日本リサイクルセンター
富士通周辺機（株）

富士通首都圏綾瀬
リサイクルセンター
PFUライフビジネス（株）

富士通首都圏相模原
リサイクルセンター
富士通化成リサイクル（株）

富士通東日本
リサイクルセンター
（株）エフアイティ
フロンティア

（%）

2006年度

91.5

2004年度 2005年度

88.3
90.3

2007年度

91.8

2008年度

91.5

0

80

90

100

資源再利用率

地球環境のために̶̶製品・ソリューションの提供を通じた地球環境への貢献

製品リサイクルの推進
グローバルな観点から使用済みIT製品の回収とリサイクルを推進し、
資源循環型社会づくりに貢献しています。

 生産者責任の考え方

※  南アフリカのリサイクルサービスは富士通テクノロジー・ソリューション
ズの取り組みです。

事業系使用済みIT製品の資源再利用率の推移

全国を網羅する富士通リサイクルセンター

産業廃棄物広域認定書

海外におけるリサイクルサービスの状況

 国内における製品リサイクルの推進

 海外における製品リサイクルの推進

※ 資源再利用率
事業系使用済みIT製品の処理量に対する再生部品・再生資源の重量
比率。
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このように、可能な限り廃棄物を減らすとともに、再び製品

をつくるための資源へと生まれ変わらせるよう努力を重ねて

います。こうした取り組み

をお客様に知っていただく

ため、展示会などにおいて

再生プラスチックで作った

ボールペンを配布するほ

か、パソコンの手解体を実

演しています。

セキュリティシステムの運用
富士通リサイクルセンターは、赤外線カメラで侵入者や受

入品の保管状況を自動監視し、高いセキュリティ性を維持し

ています。

製品リサイクル情報の提供
富士通は使用済みIT製品を適正に処理するため、含有化

学物質、プラスチック材質、顧客データが保存されるユニット

など、製品リサイクルに必要な

情報と動画形式などの解体マ

ニュアルを社内ウェブサイトか

ら富士通リサイクルセンターに

提供する解体マニュアル電子管

理システムを開発し、運用して

います。

トレーサビリティシステムの開発
富士通はリサイクル統合情報管理システムを開発し、富

士通リサイクルセンターに導入しています。このシステムで

は、お客様のIT製品にバーコードを貼り付け、リサイクルセン

ターの受入から解体、ハードディスクの破壊処理完了に至る

まで、リサイクルプロセスの履歴をお客様ごとに情報管理す

ることで、盗難や不法投棄を防止します。

プラスチック原料
（プラ材メーカー）
再生ペレット 製品、パレット

高炉還元剤
（製鉄所）

リサイクルセンターお客様

破
砕
・
溶
融

分
別

金属材料
（金属メーカー）

貴金属回収
（精錬メーカー）

破砕
ABS、PS、PC

カバー ポリ発泡
スチロール減容ペレット化

PE、PP、PS…

使用済み
IT機器など

混在プラスチック
カバー（金属入り）

圧縮・減容
鉄・ステンレス
アルミニウム・鋼
ケーブル、HDD、筺体

貴金属含有材
CPU、LSI、メインボード

破砕・減容
液晶ガラス、CRTガラス

手
分
解

プラスチック
部品類

金属
部品類

線材

ディスプレー

プリント板
コネクタ

ガラス原料
（ガラスメーカー）

フィルム
ポリ袋

発泡
梱包材

富士通の統一リサイクル工程

警備システム

リサイクル統合情報管理システム

監視カメラシステム

解体マニュアル電子管理システム

廃プラスチックの識別機
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富士通グループは、工場・オフィスにおけるエネルギー

消費CO2や、CO2以外の温室効果ガスの排出量の削減、輸送

に伴う温室効果ガスの排出量の削減（P68参照）など、自社

グループの事業活動に伴う温室効果ガスの排出量削減に

努めています。

また、省エネルギー化したIT製品の開発（P53参照）や環

境負荷低減に効果があるITソリューションの提供（P57参

照）などを通じて、お客様および社会全体の温室効果ガス

の排出量削減に貢献するなど、事業活動の全領域を通じて

地球温暖化防止に取り組んでいます。

ローカーボン委員会の新設
地球温暖化防止への取り組みが、これまで以上に事業の

在り方に影響し、経営課題としてますます重要となることか

ら、全社組織として「ローカーボン委員会」を新たに設置しま

した（P46参照）。

各事業責任者が、自らの事業実行に基づくCO2排出量を認

識し、グループ全体で地球温暖化に配慮した事業運営を行う

ための活動方針を協議、明確化することを目的としています。

具体的には、ビジネスグループごとの削減目標や事業評

価指標の設定、設備投資の予算措置などの方針検討を開始

しました。

生産活動に伴う温室効果ガスの排出量削減
富士通グループは、エネルギー消費CO2の排出量を2010

年度末までに、国内事業所においては1990年度実績以下に

抑制すること、海外を含むグループ全体では実質売上高あた

りの原単位で1990年度実績比28％削減することを、第5期環

境行動計画の目標に掲げ、以下のような省エネルギー対策

を継続・推進しています。

こうした取り組みの結果、2008年度のエネルギー消費によ

るCO2排出量は、日本国内では約106.6万トンとなりました。

市況の変化や事業再編の影響もあり、前年度からは8.1万ト

ン減少、1990年度比では3.0％増となっています。

また、グループ全体のCO2排出量は約124.0万トンとなり、

実質売上高あたりの原単位では、1990年度比67.8％削減と

なっています。

なお、中長期的な視野に立ったさらなる温暖化対策の検

討を目的に、2008年度から開始された日本政府による「排出

量取引の国内統合市場の試行的実施」に参加しています。

CO2排出量（グループ合計） CO2排出量（日本国内）
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36.4

19.720.1
14.6 13.9 11.5

11.0 11.5 11.7
19.2

基準値
目標
グループ原単位
1990年度比
28％削減

地球環境のために̶̶自社の事業活動に伴う環境負荷の低減

地球温暖化防止に向けた取り組み
工場・オフィスはもとより、輸送や提供する製品・サービスなども含め、
事業活動全体を見据えた温室効果ガスの排出量削減に努めています。

活動事例①  事業別CO2排出量の見える化を推進
（富士通 小山工場）

工場における省エネにおいては、施設面だけでなく、製造

部門などのプロセス面からの推進も重要です。そこで、富士

通の小山工場では、主要製造・試験設備用分電盤の一次側

に積算電力量計を設置し、製造における電力量の見える化

を行いました（全体の25％）。

電力を多く使用している部門

が見える化されることで、エネル

ギー削減目標を定め、その実績

を明確にすることができ、日々の

省エネ活動の活性化が図られて

います。

エネルギー消費CO2排出量（日本国内およびグループ合計）

 基本的な考え方

実質売上高あたりのCO2原単位推移（グループ合計）

●  原動施設を中心とした設備の省エネ対策（フリークーリン
グ、インバーター、省エネ型設備の導入、燃料転換など）

● 製造プロセスの見直しによる効率化（生産革新活動）と、原
動施設の適正運転、管理向上

● オフィスの空調温度の適正化、照明・OA機器の節電
● エネルギー消費の見える化計測と、測定データの活用推進
● 太陽光や風力発電などの再生可能エネルギー活用

※  購入電力のCO2換算係数：2002年度以降の実績は0.407トン-CO2／
MWhで算出。（2010年度は0.34トン-CO2／MWhにて想定）

※  実質売上高：連結決算の売上高を、日銀国内企業物価指数（電気機器）
で補正。（原単位＝CO2排出量÷実質売上高）

指定日との比較などで評価
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CO2以外の温室効果ガスの排出量削減
半導体業界では、PFC、HFC、SF6などの温室効果ガス排出

量削減のための自主行動計画を定めています。

富士通グループでは、これらCO2以外の温室効果ガスにつ

いて、2010年度末までに1995年度実績比10%削減すること

を第5期環境行動計画の目標に掲げ、半導体部門では、温暖

化係数の低いガスへの切り替えや、新規・既存の製造ライン

への除害装置の設置などを継続的に実施しています。

2008年度はNEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構）助成事業の一環として最新の削減技術・除害

装置の導入を行い、排出量は、温暖化係数（GWP）換算で約

42.8万トンとなりました。1995年度比では生産規模（工場買

取）や製造プロセスの違いもあり、65.3％増加となっています。

再生可能エネルギーの利用促進
富士通グループの事業所では、太陽光発電や風力発電な

どの再生可能エネルギーを一部導入しています。例えば、太

陽光発電を導入しているデータセンターでは、日射強度、現

在の発電電力量、本日の発電電力量を表示板にて「見える化

（可視化）」することで、実際の再生可能エネルギー利用の

貢献度が分かるような工夫も行っています。

データセンターなどの新設の際には積極的な導入を行っ

ており（P16参照）、今後さらなる利用率の向上をめざすとと

もに、将来的な導入目標の設定を検討していきます。

また、富士通では、富士通フォーラムや株主総会などのイ

ベント・展示会において、グリーン電力証書※の活用による使

用電力のカーボンオフセットを行っています。2008年度は合

計で約44,000kWhのグリーン電力証書を購入しています。
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活動事例②  熱源システムの見直しと省エネルギー設備への改修
（富士通 関西システムラボラトリ）

富士通の関西システムラボラトリでは、電算機室から事務

室への用途変更に伴って熱源設備の台数を制御しました。

また、蓄熱水槽を改修し、電力が安価な夜間に冷房用冷水

を製造することにしました。これにより、年間のCO2排出量を

74トン削減するとともに、電力コストも削減できました。

また、この取り組みは、財団法人ヒートポンプ・蓄熱セン

ターによる平成20年度「蓄熱システム運転管理等の改善事

例」において努力賞を受賞しました。

活動事例③  データセンターにおける空調効率改善の取り組み
（（株）富士通四国システムズ）

（株）富士通四国システムズでは、地域システムインテグ

レーションおよび自社パッケージ開発、アウトソーシング

サービスを行っています。

同社が入居する「高知富士通テクノポート」にはデータセン

ター（IDC）があります。その「IDCマシン室」では、床下空調方

式を採用し、ホストコンピュータ、サーバなどのマシンを効率

的に冷却していますが、建設時の仕様（ラックの吸気口と排気

口が向かい合った状態）のままで運用を継続していました。

そこで、2008年度からは、ラックの実装状況に合わせて床

吹出グリル、天井吸込の位置・数量の最適化といった気流バ

ランスの調整を行い、空調効率の向上を図り、空調設備の運

転台数の削減と運転条件（設定）の調整・緩和を行いました。

その結果、建物全体のCO2排出量に対して2007年度比で

約7％を削減しました。

蓄熱開始1時間

蓄熱開始8時間
（℃）

CO2以外の温室効果ガス排出量推移（半導体部門合計）

熱流体シミュレーションを用いた蓄熱水槽の改修による
改善効果の事前検証

改善前 改善後

気流・温度分布シミュレーション（マシン室を横から見た断面図）

※ グリーン電力証書
自然エネルギーにより発電された電気の環境付加価値を、証書発行事
業者が第三者機関（グリーンエネルギー認証センター）の認証を得て発
行し、「グリーン電力証書」という形で取引する仕組み。

蓄熱水槽で製造される冷水の温度
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富士通グループは、事業活動で使用する材料やエネル

ギー使用量の削減や、事業活動に伴って発生する化学物質

や廃棄物、大気汚染物質の排出量の削減と、製造コストの最

小化活動に取り組んでいます。また、法規制の順守や、環境

リスクの未然防止など、包括的に推進しています。

さらに、これらの活動を総合的に評価する仕組みを導入

し、環境配慮レベルの「見える化」とグループ内への展開を

行うことで、継続的なレベルアップを図っています。

富士通グループでは、工場やオフィスにおける環境負荷

低減をさらに推進するために、環境配慮レベルや自主的な

取り組みを総合的に評価し「見える化」する、「グリーンファ

クトリー制度」「グリーンオフィス制度」を2007年度より開始

しています。

第5期環境行動計画では、2009年度末までに国内のすべ

ての対象拠点において、グリーンファクトリー制度またはグ

リーンオフィス制度で「二つ星(★★)レベル」以上を達成す

ることを目標に掲げ、認定レベルの達成と環境配慮の継続

的な改善・向上を図っていきます。

2008年度の実績として、グリーンファクトリー制度対象の

40拠点（81％）、グリーンオフィス制度対象の338拠点（77％）

において、二つ星レベル以上を達成しました。そのうち、さら

に独自の取り組みを推進した118拠点（ファクトリー2拠点、オ

フィス116拠点）が三つ星レベルを取得しています。

富士通グループでは、工場における省エネルギー化や化

学物質管理の徹底、廃棄物量の削減など、さらなる環境負荷

の低減をめざして「グリーン・プロセス活動」を推進しています。

この活動は、製造工程におけるエネルギー使用や原材

料投入量の適正化、環境負荷の低い代替品への切り替え

などをコストダウン活動と連携して実施する取り組みです。

三つ星  ★★★

二つ星  ★★

一つ星  ★

さらに、事業所独自の
項目を加点評価

必須項目について、
目標達成や基準レベルを満足
（各項目を5点満点で評価）

グリーンファクトリー グリーンオフィス

独自項目例

必須項目例

資源抑制（資材、用水、自然エネルギー、ペーパーレス）

地域コミュニケーション

安全操業（環境リスク）

環境啓発・教育

グリーン購入

土壌・地下水対策

省エネルギー、CO2排出量削減

廃棄物削減（ゼロエミッション、リサイクル）

化学物質、温室効果ガス

社会貢献活動

自主管理基準

ISO14001認証取得（EMS構築・運用）、
法規制順守

地球環境のために̶̶自社の事業活動に伴う環境負荷の低減

工場・オフィスでの環境負荷の低減
工場・オフィスにおける包括的な環境保全活動を推進し、
地球環境に配慮した事業活動に努めます。

グリーン・プロセス
活動事例

半導体製造工程における最終試験の改善
（富士通インテグレーテッドマイクロテクノロジ（株））

半導体パッケージの組立試験サービスを提供する富士通

インテグレーテッドマイクロテクノロジ（株）の会津工場で

は、グリーン・プロセス活動の一環として、試験工程で用いる

テスタの部品改良とその廃棄方法の改善を行いました。

一例として、「テスタ測定で使用するコンタクト部品」は、

合金にメッキをした部材を使用していたため、測定するた

びにメッキが少しずつ磨耗し、不良判定の原因となっていま

したが、この部品の材質をメッキ加工の必要がない別の合

金に変更することにより、メッキ磨耗による不良判定を低減

しました。

また、このコンタクト部品の交換時には、これまでコンタク

ト部品がハンダ付けされている回路基板ごと交換し、廃棄し

ていましたが、回路基板と部品を分離して、それぞれ再資源

化しました。

こうした施策により、部品の新規購入や交換頻度、再資源

化による廃棄量の大きな削減に成功しました。加えて、新規

部品の購入が減ったことでコストの削減も実現しています。

この試験工程の改善では、その他細かな施策の積み重ね

でCG値・コストともに約11％減となりました。

ハンダ付け
されたまま
廃棄

回路基板

改良前

試験時にピンと
メッキが接触し
メッキが磨耗

中継ピンとの
接触面を
メッキした
従来合金信号を

伝達する
中継ピン

分離して
リサイクル

メッキ不要の
合金に変更

改善した
コンタクト部品

改良後

コンタクト部品の
・交換期間延長
・再資源化実現

 グリーンファクトリー、グリーンオフィス制度

工場・オフィスにおける
環境負荷低減の考え方

製造工程における環境負荷を低減する
「グリーン・プロセス活動」の推進

認定レベルのイメージ コンタクト部品の改良と廃棄方法の改善
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また、活動にあたっては原材料や化学物質（副資材）など総

投入物質量およびエネルギー投入量やそれらの購入コス

トを把握し、富士通グループ独自のCG指標（コスト・グリー

ン指標）※を設定し、各工場の製造ライン単位で四半期ごと

の低減目標値（計画値）を定め、PDCAサイクルを回しなが

ら、目標値に対する達成度を評価。その結果を踏まえて、新

たな製造技術の導入や工程を見直し、作業内容の改善に取

り組むなど、製造工程の継続的改善に努めています。

基本的な考え方
富士通グループでは、資源循環型社会をめざして3R

（Reduce：発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再資源化）を

推進するという基本方針のもと、より高度な3Rへの取り組み

に向けて、社員一人ひとりが廃棄物の分別を推進しています。

2008年度の実績
富士通グループは、第5期環境行動計画において事業所か

ら発生する廃棄物を2009年度末までに2005年度実績比3％

削減する目標を掲げています。

2008年度のグループ全体での廃棄物発生量は29,713ト

ンでした。前年度実績では12.5％減であり、2005年度比では

10.4％減となっています。これは、紙くずや廃酸の有価物化、

浄化槽汚泥の肥料化などのほか、市況変動も大きな要因の

一つです。

基本的な考え方
富士通グループでは、化学物質管理の方針として「有害な

化学物質の使用による自然環境の汚染と健康被害につなが

る環境リスクを予防する」ことを定め、約1,200物質の使用量

を管理し、事業所ごとに排出量の削減や適正管理に努めて

います。

2008年度の実績
富士通グループは、第5期環境行動計画において、事業

所から発生するVOC大気排出量を2009年度末までに2000

年度比30％削減する目標を掲げています。

2008年度は、VOC対象物質の適正管理の徹底と製造プ

ロセスの見直しを図ったほか、半導体工場で有機溶剤回収

装置を設置するなどの削減施策を実施しました。

その結果、2008年度におけるグループ全体でのVOC大

気排出量は340トンとなり、2000年度比28％の削減となりま

した。

また、PRTR対象物質についても、目標は設定していませ

んが取扱量と排出量を管理しています。

化学物質管理システム「FACE」の運用
富士通グループでは、化学物質管理システム「FACE」を運

用しています。

FACEによって、各事業所での化学物質の登録・管理はも

ちろん、化学物質等安全データシート（MSDS）の管理、購買

データや在庫管理と連携した収支管理が可能となり、化学物

質管理の強化と効率化を実現しています。

0

30,000

32,500

27,500

35,000
（トン）

2005
年度

2007
年度

2008
年度

2006
年度

2009
年度
（目標）

目標3%減

基準値
33,947

29,713

33,148※2
（28,821）※3

34,827※2
（29,845）※3

400

200

0

500

100

300

（トン）

2000
年度

2005
年度

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度
（目標）

目標
30%減

基準値

334
331

363
264

209 161 141 151

212

340

34

306
193180

473

341

富士通合計 グループ会社合計

※ CG指標（コスト・グリーン指標）
生産量あたりの投入量×単価×環境影響度（10段階分類）

 廃棄物発生量の削減

 化学物質管理

廃棄物発生量推移※1

※1 集計対象 富士通8拠点、グループ32社。
※2  2005、2006年度の数値は、2007年度より連結対象となった、富士通セ
ミコンダクターテクノロジ（株）の数値を含んだもの。

※3 （　）内は、2006年度までの報告対象範囲における数値。

VOC大気排出量

※  電子デバイス部門がグループ会社となったため、2008年度は、割合に
変更が生じています。
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富士通グループは、これまで、各拠点の建屋や施設、環境

設備における自然災害（地震、台風、豪雨など）や老朽化など

が原因で発生するリスクの未然防止を目的に、施設・環境の

専門チームを立ち上げ、各拠点の建屋や施設の防災点検を

継続的に実施してきました。

しかしながら、昨今の企業における事業継続の重要性か

ら、これまでの施設・環境の視点だけでない、多面的な視点

による潜在的なリスクへの対応に向けて、「事業継続」・「安

全衛生」・「リスクファイナンス」の専門チームを加え、新た

な第三者検証活動を開始しました。今後もこの活動により、

さらなる建屋や施設に対するリスクの低減に向けて、活動

を推進していきます。

富士通グループでは、2006年に土壌・地下水問題の対応

を定めた「土壌・地下水の調査、対策、公開に関する規定」

を見直し、この規定に基づいて対応しています。今後も計画

的に調査し、汚染が確認された場合は、事業所ごとの状況

に応じた、浄化・対策を実施するとともに、行政と連携して

情報公開を行っていきます。

土壌・地下水汚染問題への取り組み概要、国内事業所に

おける地下水汚染調査結果と浄化対策状況については下

記ホームページに掲載しています。

2008年度に新たに実施した土壌・地下水調査・
対策の状況
2008年度は、自主的調査の結果、2事業所で土壌・地下水

汚染が確認されました。これらの案件については、近隣住

民の皆様や管轄行政に対して、汚染状況や今後の対策に

ついて報告しました。

過去の事業活動に起因して2008年度に継続して
浄化、対策を実施している事業所
土壌・地下水汚染が確認されている事業所では、地下水

による汚染の敷地外への影響を監視するための観測井戸

を設置し、継続して監視しています。2008年度は継続して5

事業所で対策を実施しています。

以下の表では、過去の事業活動に起因して2008年度に

法規制を超える測定値が確認された物質の最大のものを

記載しています。

事業所名 所在地 浄化・
対策状況

観測井戸最大値（mg/ℓ） 規制値
（mg/ℓ）物質名 測定値

2008年度以前から地下水汚染が確認されている事業所

川崎工場 神奈川県
川崎市

VOCの揚水曝
気による浄化
を継続中

1.1-ジクロロエチレン 0.024 0.02

シス-1.2-
ジクロロエチレン

7.4 0.04

須坂工場 長野県
須坂市

土壌掘削除去
実施中

PCB 0.0006※ 検出され
ないこと

小山工場 栃木県
小山市

VOCの揚水曝
気等による浄
化を継続中

シス-1,2-
ジクロロエチレン

3.589 0.04

トリクロロエチレン 0.485 0.03

長野工場 長野県
長野市

VOCの揚水曝
気による浄化
を継続中

シス-1,2-
ジクロロエチレン

0.24 0.04

信越
富士通

長野県
上水内郡
信濃町

VOCの揚水曝
気による浄化
を継続中

シス-1,2-
ジクロロエチレン

0.18 0.04

トリクロロエチレン 0.067 0.03

2008年度に新たに地下水汚染が確認された事業所

富士通オプ
ティカルコン
ポーネンツ

栃木県
小山市

VOCの揚水曝
気による浄化
を継続中

シス-1,2-
ジクロロエチレン

0.68 0.04

トリクロロエチレン 0.340 0.03

浄化工事が完了し、地下水モニタリングを継続して行っている事業所

旧南多摩
工場

東京都
稲城市

原位置鉄粉混
合法（鉄粉注
入）による浄
化完了
地下水モニタ
リング実施中

シス-1.2-
ジクロロエチレン

基準値
以下

0.04

テトラクロロエチレン 基準値
以下

0.01

収支集計 MSDS・
化学物質検索

登録管理
化学物質登録システム
●化学物質管理
●使用部署管理

収支管理システム
●PRTR（物質排出・移動登録）
●法規制対象物質
●自治体規制対象物質

MSDS
化学物質検索システム
●化学品安全情報
●成分  ●法規
●危険性  ●有害性

FACEの画面

地球環境のために̶̶自社の事業活動に伴う環境負荷の低減

工場・オフィスでの環境負荷の低減

 総合リスク検証の実施

 土壌・地下水汚染問題への対応

WEB 土壌・地下水汚染問題への取り組み
http://jp.fujitsu.com/about/csr/eco/factories/gwater/

※  2008年4月検知、以降、基準値超過なし。

FACEシステム概要
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富士通グループでは、事務系オフィスにおいても、環境関

連法規の順守はもとより、省エネルギーや廃棄物ゼロエミッ

ション、社会貢献などの環境活動を推進しています。2007年

度より、こうした活動のさらなる活性化とレベルアップをめざ

して、「グリーンオフィス制度」の運用を開始しました。この制

度は、オフィスごとに環境活動の達成度を評価し、3段階に格

付けするもので、2009年度末までにすべての対象オフィスで

「二つ星レベル」以上の達成を目標にしています（P63参照）。

本制度を運用することで、各オフィスの活動内容を「見える

化」するとともに、ほかのオフィスでも共有・展開するための

データベースを構築し、富士通グループ全体で環境活動の

継続的なレベルアップを図っています。

廃棄物の適正処理に向けた現地監査の実施
オフィスに共通する主な環境関連法規としては「廃棄物の

処理および清掃に関する法律」があります。

富士通グループでは、IT機器を中心とする産業廃棄物の

適正処理を確認するために、社内IT機器の処理設備として選

定している富士通リサイクルセンターの定期現地監査をグ

ループで統一したレベルで確認する仕組みを構築し、運用し

ています。具体的には1年に1回、富士通リサイクルセンター

の現場にオフィスの担当者とと

もに富士通の環境本部員が同

行し、統一チェックリストを用い

て書類および現場処理内容を

確認しています。

環境活動施策のデータベース化とチェックリストの活用
省エネルギー、廃棄物削減、ペーパーレスなどの各施策を

グリーンオフィス制度の運用によって調査、データベース化

し、施策チェックリストを作成しています。

チェックリストは、各オフィスでの環境目的・目標策定時の

施策検討材料として活用するほか、投資が必要な施策や運

用改善施策を「見える化」することによって活動の活性化と改

善に役立てています。

改正省エネ法に向けた実態調査の実施
2008年5月30日に日本国内で公布された改正省エネ法に

伴い、事務系オフィスにおいてもエネルギー使用量を把握す

ることが求められるようになります。

これにスムーズに対応するため、対象となる各オフィスで

電力配賦（割り当て）方式の理論値や実績、メーターの設置

箇所などをグリーンオフィス制度の運用によって調査・把握

しました。

グリーンオフィス
事例

国内初、全国ペーパーリサイクル
システムを構築

富士通グループでは、これまでも紙ごみのリサイクルに努

めてきましたが、「グリーンオフィス制度」に基づき改めて現

状調査を実施した結果、対象オフィスにおいて機密文書の

約20％、一般古紙類の約30％がリサイクル化未達成であり、

また、各地域の支社・支店ごとに紙ごみの回収・処理方法が

異なるという課題が明らかになりました。これらの課題を解

決し、オフィスでの紙ごみのゼロエミッションを実現するた

めに、富士通グループは、“国内初”となる全国ペーパーリサ

イクルシステムを構築し、運用を開始しました。

このシステムでは、地域ごとに紙ごみ回収・処理会社を一本

化し、機密文書については、富士通が独自に定めた国内統一

基準（回収頻度・処理方法・機密保持などに関するルール）の徹

底を図り、高いセキュリティレベルとリサイクル率を確保した独

自の機密文書回収・リサイクルシステムを確立しました。また、

一般古紙類の回収・リサイクル効率も大幅に向上しました。

今後、2009年度中に富士通の79事業所、国内富士通グ

ループ53社276事業所、近隣10工場へ適用を拡大していく

予定です。こうした取り組みを通じて、環境負荷の低減はも

とより、運搬費や処理費用のコスト削減、セキュリティリスク

の低減も図っていきます。

提供

A支社
グループ会社A、B、C

グループ会社F

グループ会社D

グループ会社E

製紙
会社

定期回収

機密文書

紙ごみ処理・
回収業者

大量破棄時
（個別に調査、回収）

 オフィスにおける環境負荷低減

WEB プレスリリース「国内初、全国ペーパーリサイクルシステムを構築」
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2009/03/17.html

廃棄物処理、現地監査の様子

ペーパーリサイクルシステムの流れ

社
員
と
と
も
に

国
際
社
会
・
地
域
社
会
と
と
も
に

地
球
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境
の
た
め
に
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客
様
と
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も
に

株
主
・
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家
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富士通グループは、地球環境に配慮した部品・材料や製

品を優先して購入するグリーン調達に関して、基本的な要

求事項を「富士通グループグリーン調達基準」として策定

し、お取引先とともにグリーン調達活動を推進しています。

富士通グループは、第5期環境行動計画におけるグリーン

調達活動として、以下の2つの活動を推進しています。

お取引先の環境マネジメントシステム（EMS）の高度化
第5期環境行動計画では、お取引先の環境マネジメントシ

ステム（EMS）の高度化を推進することを目標としています。

お取引先における環境負荷低減活動をさらに推進するため、

「EMSレベルアップ説明会」などを通して、お取引先に「第三

者認証取得」や「FJEMSの構築」などEMSのレベルアップをお

願いしています。

具体的な目標として「部材系のお取引先が運用するEMS

をレベルII以上にする」を掲げて取り組み、2008年度までに

92.9％を達成しました。

お取引先の含有化学物質管理システム（CMS）の構築
第5期環境行動計画では、お取引先の含有化学物質管

理システム（CMS※1）の構築を目標としています。サプライ

チェーン全体における含有化学物質の適正管理のため、

JGPSSI※2が作成した「製品含有化学物質管理ガイドライ

ン」に基づきCMSの構築を要求・支援し、源流管理を重視し

た含有化学物質の管理を強化しています。

具体的には、部材系のお取引先を対象にCMSの構築状

況を監査するとともに、管理体制が不十分な場合は支援を

実施しています。2008年度までにCMSが適切に構築された

お取引先は97.6％となりました。今後も、説明会や定期監査

などを通して、お取引先に源流管理の大切さを訴え、サプラ

イチェーン全体の含有化学物質管理レベルの向上を図っ

ていきます。

2007年12月に発表した「Green Policy Innovation（グリー

ンIT提供によるお客様の環境負荷低減）」を実現するため、

グリーン調達のなかでお取引先に優れた環境技術や材料

を提案していただき、それらを評価・検討したうえで設計開

発部門にタイムリーかつ横断的に採用提案する活動を開

始しました。

2008年度は、提案収集の仕組みと社内評価体制、提案

データベースを構築しました。お取引先からいただいた提

案のなかには、すでに次期開発製品への採用に向けた詳

細評価を実施したものも出始めています。今後も優れた環

境技術や材料を積極的に採用し、環境性能の優れた製品

開発を推進していきます。

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
推
進

富
士
通
独
自

ISO14001、エコステージ、
エコアクション21、KESなど

新たに環境保全活動に取り組むお取
引先に対し、EMS構築への導入として、
自社の活動の中から「環境行動目標」
を設定

ISO14001など第三者認証の取得が諸
事情のため困難な場合、認証取得の
ステップとして策定し運用を要請
（現地での運用状況確認とフォローあり）

レベルⅢ

レベルⅡ

レベルⅠ

ISO14001などの
第三者認証取得

富士通独自版
EMSの取得（FJEMS※）

環境保全活動の
自己チェックと目標設定

お取引先

横断的
開発連携

協業して環境トップ技術を開拓

富士通

研究所など

設計開発部門

連携

購買本部

評価検討部門

環境本部
設計開発部門設計開発部門

地球環境のために̶̶サプライチェーンにおける環境配慮

グリーン調達
お客様に環境効率の優れた製品・サービスを提供するために、
お取引先のご協力のもと、生産用部材からソフトウェア・サービスまで、グリーン調達を推進しています。

 グリーン調達の考え方

WEB 富士通グループグリーン調達基準
http://procurement.fujitsu.com/jp/green.html

 グリーン調達活動

※1 CMS
Chemical substances Management Systemの略。

※2 JGPSSI
Japan Green Procurement Survey Standardization Initiativeの略。
グリーン調達調査共通化協議会。

グリーン調達の強化を通じた
Green Policy Innovationの推進

グリーン調達におけるEMS構築

※ FJEMS
Fujitsu group environmental management systemの略。富士通グルー
プ独自のEMS。

「Green Policy Innovation」実現のためのインフラ構築
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富士通グループでは、グループ各社の物流部門が連携

し、製造部門や営業部門とも協力しながら、輸送に伴うCO2

排出量の削減を推進する「グリーン物流活動」を推進してい

ます。また、お取引先とのパートナーシップを活かして、サプ

ライチェーン全体にわたって、物流に伴う環境負荷の低減

に努めています。

2008年度、富士通では、「2000年度比27％の輸送CO2排

出量削減」という目標を掲げ、モーダルシフトの拡大やトラッ

ク台数の削減に取り組んだ結果、目標を達成しました（物量

変動の影響を含め、2000年度比38％削減）。今後は、「2010

年度末に2000年度比40％削減」をめざして活動します。

モーダルシフトの適用拡大
富士通では、モーダルシフトによるCO2排出量の削減に

取り組んでおり、鉄道輸送と海上輸送の効果的な活用や、

航空便輸送の比率の引き下げを進めています。

2008年度は、パソコンと携帯電話のモーダルシフト化を

さらに推進するとともに、サーバ製品や調達部材について

も新たにモーダルシフト化を開始しました。

●パソコン
2008年度は富士通アイソテック（株）からのモーダルシフ

ト率を2007年度比で約15％拡大しました。これにより、企

業向けデスクトップパソコン「FMV-ESPRIMO」とPCサーバ

「PRIMERGY」は、国土交通省ならびに社団法人鉄道貨物

協会が制定する「エコレールマーク商品」

の認定を取得しました。パソコンとPCサー

バで商品認定を取得したのは本製品が初

めてです。

●携帯電話
携帯電話については、新たに富士通周辺機（株）からの鉄

道輸送を開始するなどの取り組みを実践しました。

●サーバ
2008年7月から、北米向けサーバ製品について、（株）富士通

ITプロダクツから東京港までの輸送の一部をトラック輸送か

ら31フィートコンテナを用いた鉄道輸送に切り替えました。

●調達部材
2009年3月から、海外からの輸入調達部材について、東京港か

ら富士通フロンテック（株）と（株）富士通ITプロダクツへの輸送

の一部をトラック輸送から鉄道輸送に切り替えました。この鉄

道輸送には20フィートの海上コンテナが利用されています。

グリーン物流パートナーシップモデル事業の推進
富士通は、2006年度に「グリーン物流パートナーシップ

推進事業」※のモデル事業として認定された「部品調達から

製品配送まで一貫した集中配車コントロールによるCO2削

減の取り組み」を、首都圏を中心に実施しました。今後は、こ

れらの取り組みを首都圏以外に展開する方針です。

トラック台数の削減
富士通では、国内の製品輸送ルートの見直しや、グループ

会社間での荷物の積合せの拡大、1パレットあたりの段積み

数の増加など貨物の積み方の改善を実践しました。

富士通グループでは、物流プロセス全体で環境負荷の低

減を進めるべく、製品や部品の包装において3R化を推進し

ています。

ストレッチフィルム使用量の削減
富士通グループの保守部品の

輸送に使用している荷崩れ防止

用の梱包資材（ストレッチフィル

ム）について、リユース可能な代

替品への切り替えを推進しまし

た。その結果、ストレッチフィルム

の使用量と廃棄量を大幅に削減

することができました。

0

10

20

30

40
（千t）

2000年度 2010年度
（目標）

2006年度

30.8

23.9

2007年度

目標40%減

40.1（推定）

29.1

2008年度

24.9

基準値

物流における環境配慮
サプライチェーン全体を見据えた物流の合理化・効率化を推進し、
環境負荷の低減に努めています。

地球環境のために̶̶サプライチェーンにおける環境配慮

エコレールマーク

 物流に伴うCO2排出量の削減

※ グリーン物流パートナーシップ推進事業
荷主企業と物流事業者が連携して取り組む物流分野のCO2排出量削減
プロジェクトで、「グリーン物流パートナーシップ会議」（主催：社団法人
日本ロジスティクスシステム協会、社団法人日本物流団体連合会、経済
産業省、国土交通省、協力：社団法人日本経済団体連合会）によって決
定される。

 物流に伴う環境負荷の低減

輸送CO2排出量推移（富士通）

※  富士通マイクロエレクトロニクス（株）を含む

ストレッチフィルムの代替品の活用
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富士通グループでは、社員一人ひとりが地球環境の大切

さを認識し、美しい地球環境を次世代へと受け継いでいく

ために、「地域貢献活動」、「自然環境保全活動」、「環境教育

活動」を3つの柱とする環境社会貢献活動を通して、地域社

会に貢献しています。なお、その他の社会貢献活動につい

てはP39-42を参照ください。

富士通グループでは、全国の支社・支店、工場などにおけ

る環境マネジメントシステム（EMS）のサイト活動として環

境社会貢献活動を実施しています。

その一環として、地域の皆様に快適な環境を提供するこ

とを目的に、清掃活動や緑化活動などの地域貢献活動を実

践しています。

清掃活動や花植えの実施（富士通 幕張システムラボラトリ）
富士通の幕張システムラボラトリでは、近隣の企業とともに、

2003年から事業所周辺の清掃活動や花植えを実施しています。

2008年は清掃活動を2回、花植えを4回実施し、のべ262

名の富士通グループ社員が参加しました。

富士通グループでは、豊かな自然を守り、失われた自然

環境を再生することを目的に、植林活動や森林保全活動を

行っています。

海外ではこれまでにタイとベトナムでの植林活動を実施

し、現在もマレーシアで熱帯雨林の再生に向けた植林活

動に継続的に取り組んでいます。国内でも阿蘇山麓や高知

県、和歌山県の企業の森などで森の再生に努めるなど、生

物多様性保全につながる活動を実施しています。

東京都の里山・雑木林の保全活動への参加活動事例
東京都の丘陵部の里山や市街地の雑木林などの保全地

域を、企業とNPO、都民が一体となって保全していく「東京

グリーンシップ・アクション」。富士通グループは、2005年か

らこの活動に参加しています。

2008年度は、6月に八王子大谷緑地保全地域で間伐作

業、10月に横沢入里山保全地域で稲刈りや草刈り、2009年

3月に八王子戸吹北緑地保全地域で間伐と椎茸のホダギづ

くりを行い、富士通グループ社員とその家族、のべ62名が参

加しました。参加者からは、「里山を守るために、NPOや行政・

企業が一体で活動していると

知り、気づきを得た」「自然と

触れ合い泥んこになって遊ぶ

子どもたちが印象的だった」

などの感想が寄せられました。

マレーシア・ボルネオ島における熱帯雨林の再生
富士通では、生物多様性保全の観点から、世界の三大熱

帯雨林の一つである東南アジアのマレーシア・ボルネオ島

で熱帯雨林の再生に取り組んでいます。

2002年からサバ州森林開発公社の支援を受け、サバ州

キナルート地区にある「富士通グループ・マレーシア・エコ・

フォレストパーク」で、社員ボランティアによる植林を実施

してきました。これまでに、外来種であるアカシアマンギウ

ムが繁る150haの土地に、熱帯雨林の在来種であるフタバ

ガキ種37,500本を植えてきました。

2008年度は、これまで植林してきた苗木の成長を促すた

め、フタバガキ種の若木の周りに生えているアカシアマン

ギウムの樹皮を剥いで枯らし、陽当たりを良くする環状剥

離作業を行うとともに、新たに苗木を補植しました。

今後、再生する熱帯雨林での生物多様性の度合いを把握

するため、定期的に鳥獣の生息状況を調査していきます。

富士通グループは、地域の皆様や子どもたちに環境の大

切さを知ってもらうため、環境セミナーや環境出前授業を

行っています。

2008年度は、54カ所の学校などで、約3,000名を対象に

環境出前授業を開催し、パソコンを分解しながら3Rについ

て学ぶ「パソコンの3R」、森林の機能を中心に自然環境保全

の大切さを紹介する「自然の大切さ」、カードゲームを使っ

て地球環境問題を学ぶ「マイアース」を実施しました。また、

さらなる出前授業の要請に

応えられるよう、2008年8月に

富士通グループ社員を対象と

した講師養成講座を実施し、

新たに23名の講師を養成し

ました。

地球環境のために̶̶社会貢献活動

環境社会貢献
積極的に環境社会貢献活動を推進し、
国際社会・地域社会との共存共栄をめざします。

 基本的な考え方

 地域貢献活動

 自然環境保全活動

 環境教育活動

八王子戸吹北での間伐作業

「マイアース」を使った武蔵野東学園で
の環境出前授業
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